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Ⅰ 認証評価結果 

 

名古屋工業大学は、大学設置基準をはじめ関係法令に適合し、大学評価・学位授与機構が

定める大学評価基準を満たしている。 

 

主な優れた点として、次のことが挙げられる。 

○ 基本構想として工科系大学の世界拠点として、異分野との融合による新たな科学技術を創成し、有為

の人材を数多く世に送り出すことを目指す「工科大学構想」を掲げ、この構想を実現するための教育研

究理念を「ひとづくり」、「ものづくり」、「未来づくり」としており、これらの理念・構想は、大学の構

成員にも非常によく理解され、それを実現するための目的及び使命を明確に述べている。 

○ 平成17年度に、文部科学省現代ＧＰとして当該大学が従来から推進してきたＥＧＳＴ教育の質の向上、

定着を目指した「発信型国際技術者育成のための工学英語教育－「知識としての英語」から「道具とし

ての英語」へ－」が採択され、その成果はＥＧＳＴ教育取組として継続しており、事業開始以前から開

講されていた「科学技術英語Ⅰ、Ⅱ」をより集中的に、より効率的に実施し、また、英語読本による多

読課題クラスの対象を基礎クラス学生から全クラスの学生へと拡大している。 

○ 平成19年度に、文部科学省現代ＧＰとして「＜啓き・支え・促し＞連携キャリア教育－工学系学生の

ための実践的総合キャリア教育－」が採択されており、新たに構築したキャリアデザインプログラムの

開講、３年次及び博士前期課程１年次対象のジェネラルインターンシップの質・量の充実及び各相談室

間の一体化が図られている。 

○ 平成14年度に、文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムとして採択された「環境調和セラミックス科学

の世界拠点」の実績を背景に、 終年度である平成 18 年度にセラミックス科学教育研究院を設立し、

その中の部門の一つにセラミックスＣＯＥ教育部を設け、大学院学生を対象に、海外留学、インターン

シップを取り入れた実践的教育による人材育成を目指している。 

○ 平成19年度に、文部科学省及び経済産業省の共催事業である「アジア人財資金構想」として留学生を

対象とした「自動車産業スーパーエンジニア養成プログラム」が採択され、自動車関連企業と自動車部

品工業会からなるコンソーシアムにより、自動車産業界での活躍を目指した教育プログラムを産学連携

で開発している。 

○ 学生のための電子的な窓口である学内の学生ポータルサイトを利用して、図書館業務について各種検

索システムや図書貸出の予約などへの対応、授業の出欠管理を通しての長期欠席者などへの対応、キャ

リアサポートオフィスによる就職情報サイトの設置を行っている。 

 

主な改善を要する点として、次のことが挙げられる。 

○ 学士課程の３年次編入及び大学院課程で入学定員超過率が高い。 

 

 上記のほか、更なる向上が期待される点として、次のことが挙げられる。 

○ 工学教育総合センターにおいて、入学から学修、卒業及び就職に至るまでを総合的にとらえ連続性を

持った取組を継続的に推進し、工学教育の質の向上を図っているが、この取組の一層の推進が期待され

る。 
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Ⅱ 基準ごとの評価 

基準１ 大学の目的 

１－１ 大学の目的（教育研究活動を行うに当たっての基本的な方針、達成しようとしている基本的な

成果等）が明確に定められており、その内容が、学校教育法に規定された、大学一般に求められ

る目的に適合するものであること。 

１－２ 目的が、大学の構成員に周知されているとともに、社会に公表されていること。 

 

【評価結果】 

基準１を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

１－１－① 大学の目的（学部、学科又は課程の目的を含む。）が、明確に定められ、その目的が、学校教育法第 83 条に

規定された、大学一般に求められる目的から外れるものでないか。 

当該大学は日本の中でも製造産業の中心地である中京圏に位置しており、開学から今日まで100余年に

わたって工科系の単科大学として、近隣のみならず国内の「ものづくり」産業からその時々に必要とされ

る技術者・研究者を輩出してきた伝統にかんがみ、国立大学法人化に際し、基本構想として「工科大学構

想」を掲げている。この構想では、世界のものづくりの中心地である中京地区の工学リーダーとして、技

術イノベーションと産業振興を牽引するにふさわしい高度で充実した教育研究体制を整備し、国内の工科

系大学のみならず、世界の工科系大学と連携することにより、工科系大学の世界拠点として、異分野との

融合による新たな科学技術を創成し、有為の人材を数多く世に送り出すことを目指している。 

この基本構想を実現するための教育研究理念として、「ひとづくり」、「ものづくり」、「未来づくり」を

掲げている。 

これらの理念・構想を実現するための当該大学の目的及び使命を、学則第１条に、「学校教育法（昭和

22年法律第26号）第83条第１項にのっとり、広く工学に関する学術の教授並びに研究を行い、世界の平

和と人類の幸福とに貢献し得る人間の育成に努めることを目的とし、併せて我が国の産業と文化の発展に

寄与することを使命とする。」と述べている。 

また、学則第１条の２において各学科の人材育成の教育目標を定めている。例えば、第一部の生命・物

質工学科では、「「化学」をベースとして、物質化学の探究のみならず、生命機能や生体材料を研究・開発

するための基礎知識と技術を学び、食糧問題、エネルギー問題や環境問題など、人類が直面する様々な社

会的問題を解決し、持続可能な社会の実現、並びに人類・地球を豊かにする、工学的視野の広い技術者及

び研究者となる人材を育成する。」と定めている。 

これらのことから、大学の理念・構想及びそれに基づく目的や学科の教育目標が明確に定められ、その

目的が、学校教育法に規定された大学一般に求められる目的から外れるものでないと判断する。 

 

１－１－② 大学院を有する大学においては、大学院の目的（研究科又は専攻の目的を含む。）が、明確に定められ、その

目的が、学校教育法第99条に規定された、大学院一般に求められる目的から外れるものでないか。 

大学院の目的は、大学院規則第２条に「名古屋工業大学（以下「本学」という。）の目的使命にのっと

り、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわめて、文化の進展に寄与することを目的とする。」

と定めている。さらに、博士前期課程については同第５条に「博士前期課程は、広い視野に立って精深な
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学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うこと

を目的とする。」、また、博士後期課程については同第６条に「博士後期課程は、専攻分野について、研究

者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力

及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。」とそれらの目的を定めている。これらの内容は、

学校教育法第99条に規定された、大学院一般に求められる目的に沿うものである。 

これに加えて、各専攻の教育目標も同第６条の２に定めている。例えば、物質工学専攻では、「近年の

物質研究の高度化・専門化に対し、先導的役割を果たし、先端的技術の研究開発に優れた能力を発揮させ

るため、高度な教育と研究を行っており、物質・材料・生命・プロセスに関する専門分野について基礎か

ら応用に至る幅広い見地から、科学・技術の進展に貢献しうる人材を育成する。」と述べている。 

これらのことから、大学の理念・構想に基づく大学院の目的や専攻の教育目標が明確に定められ、その

目的が、学校教育法に規定された大学院一般に求められる目的から外れるものでないと判断する。 

 

１－２－① 目的が、大学の構成員（教職員及び学生）に周知されているとともに、社会に広く公表されているか。 

当該大学では、入学後に行う学部・大学院の新入生オリエンテーション及び２～４年次の学年別在学生

ガイダンスの際に、教育担当副学長が、大学の基本構想及び教育理念について説明している。 

大学及び大学院の教育研究理念や目的の具体的な概要は、大学公式ウェブサイトの「大学紹介」にある

「学長ごあいさつ」と「教育研究理念」で解説され、広く社会に公表されている。また、企業、高等学校

生及び父兄等へ配付される大学概要並びに新入生に配付する『学生生活案内』には、基本構想と教育研究

理念、目的、各学科・各専攻の教育目標が掲載されている。 

教職員に対して実施されている新任研修において大学の理念・目標を説明するとともに、教員に対して

は毎年『学生生活案内』を配付し、目的の周知を図っている。 

さらには、大学説明会・オープンキャンパス、出張授業等を通して、直接、参加者へ各学科、各専攻の

教育目標を説明している。 

これらのことから、目的が大学の構成員に周知されているとともに、社会に広く公表されていると判断

する。 

 

以上の内容を総合し、「基準１を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 基本構想として工科系大学の世界拠点として、異分野との融合による新たな科学技術を創成し、有

為の人材を数多く世に送り出すことを目指す「工科大学構想」を掲げ、この構想を実現するための教

育研究理念を「ひとづくり」、「ものづくり」、「未来づくり」としており、これらの理念・構想は、大

学の構成員にも非常によく理解され、それを実現するための目的及び使命を明確に述べている。 
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【評価結果】 

基準２を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

２－１－① 学部及びその学科の構成（学部、学科以外の基本的組織を設置している場合には、その構成）が、学士課程

における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

当該大学は、工学部のみの単科大学で、工学部第一部（昼間部）・第二部（夜間部）からなる。 

第一部は、生命・物質工学科、環境材料工学科、機械工学科、電気電子工学科、情報工学科、建築・デ

ザイン工学科、都市社会工学科の７学科から構成されている。各学科は、さらに２年次から、生命・物質

工学科で物質化学系、生物生命系、生体材料系と分かれる例に見られるように、２～３のプログラムに分

かれて専門的な教育を行っている。学科横断型、学際領域のプログラムである工学創成プログラムも含め

て、19のプログラムが設置されている。 

第二部は、物質工学科、機械工学科、電気情報工学科、社会開発工学科の４学科から構成されている。 

これらの学科とプログラムの構成は、工学の広範な領域をカバーしており、工科大学の世界拠点として、

異分野との融合による新たな科学技術を創成し、有為の人材を世に送り出すことを目指した当該大学の工

科大学構想の下で、学則第１条にある「学校教育法第83条第１項にのっとり、広く工学に関する学術の教

授並びに研究を行い、世界の平和と人類の幸福とに貢献し得る人間の育成に努める」という目的に合致し

ている。 

これらのことから、学部及びその学科等の構成が、目的を達成する上で適切なものとなっていると判断

する。 

 

２－１－② 教養教育の体制が適切に整備され、機能しているか。 

専門分野以外の幅広い知識、能力を身に付けさせる科目群として、科学技術、人間社会、健康運動科学

の３つの区分からなる「リベラルアーツ科目」、工学の基礎としての自然科学、情報関連技術を教育する科

目群である「理系基礎科目」、技術者として不可欠な倫理観を養い、経営感覚・デザイン感覚を育成し、知

的財産保護や企業のために必要な基礎的な知識を教育する科目群である「ものづくり・経営基礎科目」を

共通教育として置き、「幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養する」という教養

教育を、この共通教育の中で実現を図っている。 

この共通教育を実施する上での責任体制を確立することを目的として、共通教育担当教員名簿の作成、

共通教育に関する自己点検・評価、その他共通教育の実施に関し必要な事項を業務とする、副学長を本部

長とする共通教育実施本部を設置している。この実施本部に、工学部の教育のうち共通科目を担当するた

めの教員組織として、数学担当集団、物理学担当集団、化学担当集団、生命科学担当集団、地球科学担当

集団、情報技術担当集団、英語担当集団、人間文化担当集団、体育実技担当集団、ものづくり・経営基礎

担当集団からなる共通教育担当集団を置いている。共通教育担当集団には、共通教育実施経費を使用する

基準２ 教育研究組織（実施体制） 

２－１ 大学の教育研究に係る基本的な組織構成（学部及びその学科、研究科及びその専攻、その他の

組織並びに教養教育の実施体制）が、大学の目的に照らして適切なものであること。 

２－２ 教育活動を展開する上で必要な運営体制が適切に整備され、機能していること。 
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権限と共通教育実施本部長を通じて人事企画院長（学長）に必要な教員の配置を申請する権限を有してい

る。 

これらのことから、教養教育の体制が適切に整備され、機能していると判断する。 

 

２－１－③ 研究科及びその専攻の構成（研究科、専攻以外の基本的組織を設置している場合には、その構成）が、大学

院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

大学院は、工学研究科博士課程１研究科で、前期２年及び後期３年の課程に区分されている。当該研究

科は、博士前期課程と博士後期課程に区分された物質工学専攻、機能工学専攻、情報工学専攻、社会工学

専攻、未来材料創成工学専攻、創成シミュレ－ション工学専攻及び博士前期課程のみの産業戦略工学専攻

の７専攻から構成されている。なお、当該大学では、博士前期課程を修士課程として取り扱うこととして

いる。 

各専攻には、２～５分野の研究分野が置かれ、全体で27の分野が存在する。 

これらのことから、専攻及び分野の構成は、工学の広範な分野を網羅しており、当該大学の教育研究理

念に沿った大学院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっていると判断する。 

 

２－１－④ 別科、専攻科を設置している場合には、その構成が教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっている

か。 

該当なし 

 

２－１－⑤ 大学の教育研究に必要な附属施設、センター等が、教育研究の目的を達成する上で適切に機能しているか。

教育研究センター機構に、ものづくりテクノセンター、セラミックス基盤工学研究センター、極微デバ

イス機能システム研究センター及び国際自動車工学教育研究センターの４センターを置いている。ものづ

くりテクノセンターは、学生及び社会人に対し高度な実践的なものづくり教育を行うとともに、ものづく

り教育システムの開発を行うこと、セラミックス基盤工学研究センターは、循環型社会の構築とそれに伴

う環境・エネルギー問題の解決に貢献するためにインテリジェントセラミックス開発に必要な要素技術の

開発研究を行うこと、極微デバイス機能システム研究センターは、新規半導体材料及び新機能デバイス・

システムの研究開発並びに産業・生産技術に直結した技術の確立等を行い、これを通して教育・研究の進

展に資すること、国際自動車工学教育研究センターは、自動車工学に関する教育・研究を推進するととも

に、自動車工学の国際拠点を構築することをそれぞれ目的とし、機能している。 

加えて、大学全体の教育研究に関わり、支援するセンターとして、産学官連携を積極的に推進すること

を目的とした産学官連携センター、国際社会に貢献できる人材の養成及び産学官連携センターとの合意に

よる国際産学官連携ポリシーに基づいた国際的視点に立った産学官連携の推進等を行うことを目的とした

国際交流センター、入学から学修、卒業及び就職に至るまでを総合的にとらえ連続性を持った取組を継続

的に推進し、工学教育の質の向上を図ることを目的とした工学教育総合センター、基盤的情報システムの

運用管理と、情報面からの教育・研究支援を目的とした情報基盤センター、大型研究教育設備の共同利用

と計画的整備等を図ることを目的とした大型設備基盤センター、災害等の発生時に迅速な対策を行い、被

害を 小限に抑え、大学の機能を維持することを目的としたリスクマネジメントセンター、職員及び学生

の保健に関する専門的業務を行い、健康の保持増進を図ることを目的とした保健センターの７センターが

置かれている。 
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これらのセンターは、当該大学の教育研究を支援し、発展させる上で適切な構成と規模であり、その機

能を果たしている。 

これらのことから、必要な附属施設、センター等が、目的を達成する上で適切に機能していると判断す

る。 

 

２－２－① 教授会等が、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っているか。 

教育活動に係る重要事項を審議するための組織として、教授会、代議員会及び教育研究評議会が設置さ

れている。 

教授会は、学長、副学長、教授、准教授から構成され、学部及び大学院の学生の入学、卒業及び修了そ

の他学生の在籍及び学位の授与に関する事項、教員の資格審査に関する事項、その他学部及び大学院の教

育研究に関する重要事項について審議している。 

代議員会は、教授会の構成員の一部をもって構成され、入学者選抜に関する事項、卒業又は課程の修了

及び学位の授与に関する事項、学生の在籍に関する事項、その他学部及び大学院の教育研究に関する重要

事項等教授会から委ねられた事項について審議している。 

教育研究評議会では、中期目標、中期計画、教育課程の編成、教員人事、自己点検・評価、学生の入学、

卒業及び修了、学位の授与等、教育研究活動に関する重要事項の方針を審議し、教育研究評議会で審議、

決定した事項について教授会への報告を行い、教育活動に支障が生じないようにしている。 

これらのことから、教授会等が必要な活動を行っていると判断する。 

 

２－２－② 教育課程や教育方法等を検討する教務委員会等の組織が、適切な構成となっているか。また、必要な回数の

会議を開催し、実質的な検討が行われているか。 

教育課程や教育方法等を検討するための組織として、教育企画院と教務学生委員会を設置している。 

教育企画院は、教育課程や教育方法等に関する事項を企画及び立案する機関で、学長が指名する理事、

副学長、学科に対応する教育を担当する教員組織である教育類の各教育類長、専攻長、共通教育代表など

で構成されており、平均月１回のペースで開催している。主な審議事項は、教育組織の設置又は改廃に関

する事項、教育課程の編成に関する事項、教育の状況についての自己点検及び評価に関する事項、学生の

修学・生活・就職等に関する事項、学外者に対する教育サービスに関する事項、留学生及び卒業生に対す

る支援に関する事項等である。 

教務学生委員会は、策定された基本方針に基づき、教育課程や教育方法等に関する具体的事項について

審議する機関で、学長が指名する副学長、各教育プログラム、各専攻、共通教育担当集団からそれぞれ選

出された教授又は准教授などで構成されており、平均月１回のペースで開催している。 

教育企画院、教務学生委員会とも、開催の記録から見て、学部及び大学院の教育課程や教育方法等に関

する事項について実質的な審議が行われている。 

これらのことから、教育課程や教育方法等を検討する組織が適切な構成となっており、実質的な検討が

行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準２を満たしている。」と判断する。 
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【更なる向上が期待される点】 

○ 工学教育総合センターにおいて、入学から学修、卒業及び就職に至るまでを総合的にとらえ連続性

を持った取組を継続的に推進し、工学教育の質の向上を図っているが、この取組の一層の推進が期待

される。 
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【評価結果】 

基準３を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

３－１－① 教員組織編制のための基本的方針を有しており、それに基づいて教員の適切な役割分担の下で、組織的な連

携体制が確保され、教育研究に係る責任の所在が明確にされた教員組織編制がなされているか。 

学則第４条に基づき、教員組織として領域が置かれ、教員は制度上、「おもひ」（発想）、「しくみ」（設

計）、「つくり」（製作）、「ながれ」（運用）の４領域のいずれかに所属している。領域長は、研究親睦の推

進、学際的な研究プロジェクト等の企画に関することなどを扱っている。この領域を基に、教育に関して

は、学部においては学科に対応する教育類を、大学院においては専攻を設け、教育を担当する教員組織と

する柔軟な教育組織としている。なお、教育研究経費については、領域における教員の自由な教育研究活

動を保障するため、個々の教員への直接配分を行っている。 

教育類は第一部７教育類、第二部４教育類を有し、それぞれが対応する学科の教育を行っている。各教

育類には、教育類長を置き、対応する学科長を兼ねている。教育類長は、対応する学科に所属する学生及

び教育課程に関すること、学生経費に関すること等に責を負うこととしている。また、学科の下に２～３

のプログラムを置き、プログラム長が教育の運用上の責任者となっている。ただし、工学創成プログラム

においては、教育担当副学長を委員長とし、各教育類から選出された教員７人と工学教育総合センターか

ら選出された教員２人、共通教育実施本部共通教育代表からなる工学創成プログラム委員会が組織され、

工学創成プログラムの入学者の選抜や専属アドバイザーの推薦等を担当している。 

大学院は博士課程の工学研究科に７専攻を置いている。各専攻には専攻長を置き、専攻の学生及び教育

課程に関すること、学生経費に関すること等に責を負うこととしている。 

このように教員組織と教育組織を分離することにより、領域を横断した柔軟な教育組織を編成すること

ができる体制をとっている。 

これらのことから、教員組織編制のための基本的方針を有しており、それに基づいて教員の適切な役割

分担の下で、組織的な連携体制が確保され、教育研究に係る責任の所在が明確にされた教員組織編制がな

されていると判断する。 

 

３－１－② 学士課程において、教育課程を遂行するために必要な教員が確保されているか。また、教育上主要と認める

授業科目には、専任の教授又は准教授を配置しているか。 

学士課程における教員数は、専任344人（うち教授144人）、非常勤55人であり、これらの教員は、工

学部（第一部）の学科に対応する、教育を担当する教員組織である教育類並びに共通教育担当集団に配置

基準３ 教員及び教育支援者 

３－１ 教育課程を遂行するために必要な教員が適切に配置されていること。 

３－２ 教員の採用及び昇格等に当たって、適切な基準が定められ、それに従い適切な運用がなされて

いること。 

３－３ 教育の目的を達成するための基礎となる研究活動が行われていること。 

３－４ 教育課程を遂行するために必要な教育支援者の配置や教育補助者の活用が適切に行われてい

ること。 
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されている。また、工学部（第二部）の学科に対応する教育類も担当している。これらの教員数は、大学

設置基準に定められた必要教員数以上が確保されている。 

また、教育上主要と認める授業科目には、専任の教授又は准教授を配置している。学部の専門科目は基

本科目、準基本科目、展開科目に分類され、その性格を定め適切な教員を配置している。なお、非常勤講

師は、教員免許、電気主任技術者、無線従事者、建築士、測量士補などの資格取得に関する場合に限定し

て認められている。 

これらのことから、必要な教員が確保されており、また、教育上主要と認める授業科目には、専任の教

授又は准教授を配置していると判断する。 

 

３－１－③ 大学院課程（専門職学位課程を除く。）において、必要な研究指導教員及び研究指導補助教員が確保されてい

るか。 

大学院課程における研究指導教員数及び研究指導補助教員数は、次のとおりである。 

〔博士前期課程〕 

・ 工学研究科：研究指導教員268人（うち教授143人）、研究指導補助教員０人 

〔博士後期課程〕 

・ 工学研究科：研究指導教員214人（うち教授136人）、研究指導補助教員51人 

これらの教員は、教育を担当する教員組織としての専攻に配置されている。各専攻に配置された教員数

は、大学院設置基準に定められた必要教員数以上が確保されている。 

これらのことから、必要な研究指導教員及び研究指導補助教員が確保されていると判断する。 

 

３－１－④ 専門職学位課程において、必要な専任教員（実務の経験を有する教員を含む。）が確保されているか。 

該当なし 

 

３－１－⑤ 大学の目的に応じて、教員組織の活動をより活性化するための適切な措置が講じられているか。 

教員の採用に当たっては公募制とし、教育類、専攻及び領域から教育研究の目的に沿った教員像の申し

出を人事企画院に行い、これに基づき人事企画院に置かれた人事部会が候補者の公募、調査面接等を行っ

ている。教員公募に当たっては女性教員、外国人教員の積極的採用を心がけており、大学公式ウェブサイ

トの公募案内では「本学では女性及び外国人の教員についての採用を推進しています。積極的な応募を期

待しております。」と案内し、女性及び外国人の応募を促している。女性教員、外国人教員の比率は、平成

21年度で、それぞれ、5.0％、3.1％で、女性教員の比率は、平成19年度の4.2％からみて近年若干である

が増えている。教員の年齢構成は、35～44歳が全体の32％（このうち教授５％）、45～54歳で33％（この

うち教授59％）に見られるように特定の範囲に偏ることがないようバランスがとられている。また、新規

の教員の採用に当たって、直近５年間の平均で、他大学から48％、行政機関から２％、民間企業等から20％

の経験者を採用し教員構成の多様化を図っている。 

大学院工学研究科の助教については任期を５年とする任期制を採用している。ただし再任は１回のみ可

としている。また、審査により任期の定めがない任用に切り替えることができる制度も設けている。加え

て、センターには、その役割の円滑な運用を目的に、任務に応じて任期を有する職位を設けている。 

平成17年度からサバティカル制度に関する規程を制定し、平成20年度に１人に対し実施している。ま

た、産学連携等で教員の海外派遣事業を実施し、毎年度１人程度を派遣している。 
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これらのことから、教員組織の活動をより活性化するための適切な措置が講じられていると判断する。 

 

３－２－① 教員の採用基準や昇格基準等が明確かつ適切に定められ、適切に運用がなされているか。特に、学士課程に

おいては、教育上の指導能力の評価、また大学院課程においては、教育研究上の指導能力の評価が行われてい

るか。 

教員の採用や昇格に関しては、教授、准教授、助教等のそれぞれの資格条件、また、大学院担当の資格

条件を定めた「教員選考基準」を制定し、この基準に従って実施している。 

選考に当たっては、教員の人事に関する事項を企画及び立案並びに審議する組織である、学長を院長と

する人事企画院の下に、その都度人事部会を設置している。また、大学院担当の資格審査には大学院審査

部会を設置している。 

人事部会では、研究上の業績のみならず、教育上の実績、教育に関する所見、大学運営上の実績、社会

貢献上の実績等を勘案して幅広く教育研究上の資質を審査している。また、大学院審査部会では、さらに

研究業績について詳細な分析を行い、研究指導能力を評価している。人事部会、大学院審査部会の主査は、

人事企画院の承認を得られた場合、調査報告あるいは審査報告を教授会に行うこととしている。 

なお、人事部会には外部審査員を入れることを義務付けている。 

これらのことから、教員の採用基準等が明確かつ適切に定められ、適切に運用がなされていると判断す

る。 

 

３－２－② 教員の教育活動に関する定期的な評価が行われているか。また、その結果把握された事項に対して適切な取

組がなされているか。 

当該大学では、教員評価を、「教員評価実施に関する指針」を制定して実施している。評価に当たって

は、教育、研究、学内活動、社会貢献の４つの評価基軸を設定し、毎年実施することとしている。評価は

教員による自己評価、所属長による点検、領域長による点検、評価委員会による点検と評価、役員会によ

る点検、学長決定の順に進められ、教員による自己点検・評価は定められたワークシートに基づいて行わ

れる。優秀な業績を修めた教員は表彰し、給与インセンティブを授与するとともに、大学公式ウェブサイ

トを通じて学内の構成員や社会に公開している。また、教員評価の統計データ等を報告書にまとめ学内公

開している。 

これらのことから、教員の教育活動に関する定期的な評価が行われており、その結果把握された事項に

対して適切な取組がなされていると判断する。 

 

３－３－① 教育の目的を達成するための基礎として、教育内容等と関連する研究活動が行われているか。 

各学科の教育目標を達成するため、授業科目については当該分野そのもの、又は関連分野を専門分野と

する教員が担当している。例えば、バイオセラミックスの授業担当教員は、医用生体工学・生体材料学を

専門分野とし、熱流体工学の授業担当教員は、伝熱学、燃焼学を専門分野として研究活動を進めているな

ど、研究者情報検索サービス等での各教員の専門分野、研究テーマ等をシラバス等と対比することで確認

したところ、教育の目的達成のための基礎としての研究活動が教育内容に関連して行われていることが認

められる。 

これらのことから、教育内容等と関連する研究活動が行われていると判断する。 
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３－４－① 大学において編成された教育課程を遂行するに必要な事務職員、技術職員等の教育支援者が適切に配置され

ているか。また、ＴＡ等の教育補助者の活用が図られているか。 

教育課程を遂行するために必要な事務組織として、教育支援グループの下に、学務チーム、学生生活チー

ム及び入試チームが置かれている。これらのチームでは、事務職員はそれぞれの業務内容、役割分担が定

められ、教育課程の実施を支援している。また、技術職員は技術グループに所属し、「技術グループ組織規

程」に基づき、教育研究に関する技術業務及び全学的見地から必要な技術業務を行っている。 

教育補助者として各教育類からのＴＡ計画書に基づき、必要な授業科目に対してＴＡを配置している。

平成20年度では、博士前期課程691人、博士後期課程32人の学生がＴＡに採用されている。 

これらのことから、必要な事務職員、技術職員等の教育支援者が適切に配置されており、ＴＡ等の教育

補助者の活用が図られていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準３を満たしている。」と判断する。



名古屋工業大学 

 

2-(13)-14 

 

【評価結果】 

基準４を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

４－１－① 教育の目的に沿って、求める学生像及び入学者選抜の基本方針などの入学者受入方針（アドミッション・ポ

リシー）が明確に定められ、公表、周知されているか。 

教育の目的に沿って、学部、大学院のアドミッション・ポリシーをそれぞれ以下のように定めている。 

【学部アドミッション・ポリシー】 

名古屋工業大学では、「ひとづくり」、「ものづくり」、「未来づくり」を教育・研究の理念・目標に掲げ、

100 年にわたる伝統の上に新たな風を吹き込む努力を続けており、倫理感覚に裏打ちされた人間性豊かな

研究者・技術者を育成しています。そこで、次のような学生を広く求めています。 

 １．工学や科学技術に幅広く強い関心を持ち、そのための学習に必要な基礎学力をもつ人 

 ２．知的探究心が旺盛で、自ら新しい課題を見つけ挑戦し、ものやしくみを創造する意欲をもつ人 

 ３．将来は研究者・技術者として、自然との共生の上に人類の幸福に貢献する意欲をもつ人 

【大学院アドミッション・ポリシー】 

名古屋工業大学大学院では、「ひとづくり」、「ものづくり」、「未来づくり」を教育・研究の理念・目

標に掲げ、工科系大学の世界拠点として、異分野との融合による新たな科学技術を創成し、有為の人材

を世に送り出す工科大学構想を進めています。そこで、次のような学生を広く求めています。 

  １．広範な工学分野の専門知識を習得することが可能な基礎学力をもつ人 

  ２．既成概念にとらわれることなく自ら新しい分野を開拓できる、積極的かつ柔軟な思考をもつ人 

 ３．未来の工学を先導することに強い意欲をもつ人 

これらのアドミッション・ポリシーは、大学公式ウェブサイト、大学案内（大学院案内）、学生募集要

項などを通して、教職員、高等学校、受験生に広く公開している。さらに、オープンキャンパス、高等学

校別大学見学会等の機会を利用して説明も行っている。 

ＡＯ入試（工学創成プログラム、建築・デザイン工学科）及びセンター試験を課さない推薦入試（電気

電子工学科、機械工学科（女子学生対象））に関しては、この入試方法に即した形で求める学生像を別個に

募集要項中に提示している。ＡＯ入試に関しては高等学校教員対象１回、受験生対象１回、推薦入試に関

しては高等学校教員対象２回の説明会を開催し、アドミッション・ポリシーの提示だけでなく、質疑応答

を行うという形で周知を図っている。 

これらのことから、入学者受入方針が明確に定められ、公表、周知されていると判断する。 

 

 

基準４ 学生の受入 

４－１ 教育の目的に沿って、求める学生像及び入学者選抜の基本方針などの入学者受入方針（アド

ミッション・ポリシー）が明確に定められ、公表、周知されていること。 

４－２ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入が実施され、機能し

ていること。 

４－３ 実入学者数が、入学定員と比較して適正な数となっていること。 
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４－２－① 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入方法が採用されており、実質的に

機能しているか。 

アドミッション・ポリシーに掲げた求める学生像の学生を選抜するために、以下のような選抜方法で選

抜を実施している。 

学士課程では、入学者選抜は、一般選抜、推薦入試、ＡＯ入試に区分される。一般選抜（前期日程、後

期日程）では、大学入試センター試験を５教科７科目課すことにより高等学校で学ぶべき基礎学力の習熟

度を判定し、個別学力検査では工学部として必要とされる学力（数学、理科、英語）を判定している。全

学科のアドミッション・ポリシーは共通であり、個別試験の内容はすべて同じものになっている。ただし、

理科に関しては、各学科の内容に応じて物理指定、物理と化学から選択の２種類になっている。機械工学

科と電気電子工学科はセンター試験を課さない推薦入試を、建築・デザイン工学科と工学創成プログラム

はＡＯ入試を行っているが、十分な時間をとって面接を行い、各アドミッション・ポリシーに合った学生

を選抜している。 

学士課程の入学者選抜における割合（平成 21 年度）は、一般選抜の前期日程で全定員の 58.5％、後期

日程で30.2％、推薦・ＡＯ選抜で11.3％となっている。 

これらのことから、入学者受入方針に沿って適切な学生の受入方法が採用されており、実質的に機能し

ていると判断する。 

 

４－２－② 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）において、留学生、社会人、編入学生の受入等に関する基本

方針を示している場合には、これに応じた適切な対応が講じられているか。 

当該大学のアドミッション・ポリシーは、留学生、社会人、編入学生に対しても共通のものとなってい

る。このアドミッション・ポリシーに沿って多様な学生を国内外から広く受け入れるため、各学科及び各

専攻の特色を活かして、留学生特別選抜、社会人特別選抜、編入学等の選抜を実施している。外国人留学

生に対しては、学士課程、大学院課程の両方で私費外国人留学生の入学者選抜を行っている。社会人に対

しては、学部では第二部で平成20年度入試まで特別選抜を実施してきたが、第二部定員の削減に伴い、平

成21年度入試から廃止している。大学院では、産業戦略工学専攻が社会人特別選抜を行っており、口述試

験、成績証明書、推薦書、研究業績等により総合的に判定している。学部３年次への編入学に関しては、

共通試験及び専門試験、面接の結果から総合的に判定している。 

これらのことから、入学者受入方針に応じた適切な対応が講じられていると判断する。 

 

４－２－③ 実際の入学者選抜が適切な実施体制により、公正に実施されているか。 

教育担当副学長を委員長とする入試委員会が、学生募集から入学試験の実施まで全体を統括している。 

学部における入学者選抜を実施する際の必要事項は、入学者選抜実施に関する要項に定められており、

以下の体制により実施されている。 

問題作成は、十分な教育研究経験を有する複数の教員により、教科・科目ごとに編成されたチームで行

われる。出題委員以外に点検委員を別途任命し、出題委員以外の者によるチェックを行っているほか、そ

の年と前年の各科目の主査が他の科目を相互チェックするという方法で、出題ミスを防ぐようにしている。

公正・機密性を保つため、入学試験問題の作成に関わる情報は学内においても極秘事項としている。また、

面接及び口述試験においては、試験官を複数人で構成することにより、公正な判定を行っている。 

試験当日は、入学試験実施本部を設置し、学長、教育担当副学長等が本部員となり試験実施を統括する。
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問題作成委員を招集し、試験問題の 終点検及び受験生からの質問等に対応している。 

採点は、学力検査委員会の下に置かれた採点委員により実施されている。同じ答案を複数の委員で採点

するなど公正性を確保している。 

合否判定は、各学科の複数の入試担当教員で構成された判定会議において、個別学力検査、大学入試セ

ンター試験の成績、調査書等を基に総合的に行っている。 

大学院における入学者選抜は、学長、教育担当副学長を中心に学部における入学者選抜に準ずる体制を

整え、問題作成、入学試験実施、採点、合否判定等を公正に実施している。 

これらのことから、入学者選抜が適切な実施体制により、公正に実施されていると判断する。 

 

４－２－④ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを検証す

るための取組が行われており、その結果を入学者選抜の改善に役立てているか。 

当該大学では、入試委員会内に学部入試部会及び大学院入試部会を設置し、入学試験制度、入学者選抜

方法について検討している。 

学部入試においては、工学教育総合センターの中に置かれたアドミッション・オフィスが常に入学試験

に係る新入生アンケート等の調査と研究を行い、その結果を入試委員会にフィードバックしている。例え

ば、平成20年度入試から、結論よりもむしろその導出過程を重視した入試方法を導入している。近年、１

年次のＧＰＡ（Grade Point Average）平均値は、伸びる傾向にあり、求める学生像に沿った学生の受入が

行われていると考えられる。また、独自の学科横断型の教育課程である工学創成プログラムのＡＯ入試で

は、工学創成プログラム委員会において、スクーリングの内容、面接の内容について常に検討しており、

面接官の構成について細かい調整を行っている。 

大学院入試においては、以前は各専攻が独自に問題を作成していたが、直近５年間は全体のアドミッ

ション・ポリシーに即した入試とするため、全学的な体制で問題を作成するように変更している。入試委

員会の大学院入試部会が、出題分野の偏りや出題内容の重複がないかどうかを毎年検討して改善している。 

これらのことから、入学者受入方針に沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを検証するため

の取組が行われており、その結果を入学者選抜の改善に役立てていると判断する。 

 

４－３－① 実入学者数が、入学定員を大幅に超える、又は大幅に下回る状況になっていないか。また、その場合には、

これを改善するための取組が行われるなど、入学定員と実入学者数との関係の適正化が図られているか。 

当該大学における平成 17～21 年度の５年間の入学定員に対する実入学者数の比率の平均は、次のとお

りである。 

〔学士課程〕 

・ 工学部（第一部）：1.04倍 

・ 工学部（第一部・３年次編入）：2.10倍 

・ 工学部（第二部）：1.07倍 

〔博士前期課程〕 

・ 工学研究科：1.39倍 

〔博士後期課程〕 

・ 工学研究科：1.77倍 

なお、工学部（第一部・３年次編入）、工学研究科（博士前期課程、博士後期課程）については入学定

員超過率が高いが、博士前期課程では、平成20年度に入学定員を改定したことにより、超過率が若干緩和
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している。 

これらのことから、入学定員と実入学者数の関係は学士課程の３年次編入及び大学院課程で入学定員超

過率が高くなっているが、博士前期課程については入学定員を増員させるなどしており、おおむね適正で

あると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準４を満たしている。」と判断する。 

 

【改善を要する点】 

○ 学士課程の３年次編入及び大学院課程で入学定員超過率が高い。 
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【評価結果】 

基準５を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

＜学士課程＞ 

５－１－① 教育の目的や授与される学位に照らして、授業科目が適切に配置され、教育課程が体系的に編成されており、

授業科目の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

教育目的を達成するために、教育課程は、共通科目、専門科目に区分して設定している。 

共通科目は３つに区分され、その内容は以下のとおりである。 

「理系基礎科目」：工学の基礎としての自然科学や情報関連技術を教育する。 

「ものづくり・経営基礎科目」：技術者倫理を養い、経営感覚・ものづくりの実践能力・デザイン能力、経

営感覚を育成し、知的財産保護や起業のための基礎科目を教育する。 

「リベラルアーツ」：この内容は、「科学技術英語」、「人間社会」、「健康運動科学」の３つに区分されてい

る。「科学技術英語」では、習熟度別クラスの編成、統一教科書の使用、e-learning教育の重視などによっ

て、国際人の養成、技術専門英語の教育を中心に、コミュニケーション能力・プレゼンテーション能力を

涵養する。「人間社会」では、人間に関連する諸科学と人間が形作る社会に関連する諸科学について考え方、

アプローチの仕方について学ぶ能力を涵養する。また、「健康運動科学」では、フィジカル、メンタル両面

での社会への適応能力を涵養する。 

専門教育科目の構成は以下のとおりである。 

１年次に「学科共通科目（導入科目）」で専門分野の意味と内容を知った上で、２年次以降は各系プロ

基準５ 教育内容及び方法 

（学士課程） 

５－１ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学位

名において適切であること。 

５－２ 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－３ 成績評価や単位認定、卒業認定が適切であり、有効なものとなっていること。 

（大学院課程） 

５－４ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学位

名において適切であること。 

５－５ 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－６ 研究指導が大学院教育の目的に照らして適切に行われていること。 

５－７ 成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、有効なものとなっていること。 

（専門職学位課程） 

５－８ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学位

名において適切であること。 

５－９ 教育課程が当該職業分野における期待にこたえるものになっていること。 

５－10 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－11 成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、有効なものとなっていること。 
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グラムに分かれる。高い理解度で修得することが求められる骨格となる専門科目である「基本科目」、展開

科目への橋渡しとなる「準基本科目」、より深く応用力を養う「展開科目」、専門科目の理論的な内容を裏

付け理解するための「実験・実習科目」を置いている。また、「自己設計科目」を設け、自らの目標に対す

る科目群を専門分野以外の科目も含めて選択登録することができる。４年次では、学部教育の集大成とし

て、自ら問題を設定してデータや情報を収集分析してまとめ上げる「卒業研究」が行われる。 

上記に見られるように、共通科目、専門教育科目共に、授業科目の位置付けが明確に把握できる形で区

分され、学年の進行に対応して段階的に構成されている。 

これらのことから、授業科目が適切に配置され、教育課程が体系的に編成されており、授業科目の内容

が全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっていると判断する。 

 

５－１－② 教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、研究成果の反映、学術の発展動向、社

会からの要請等に配慮しているか。 

共通科目の「ものづくり・経営基礎科目」で、「工学倫理」、「知的財産権」等を開講し、技術者倫理、

知的財産保護や起業のための教育にも力を入れているほか、専門教育科目の「展開科目」においては各学

科で 新の研究成果を反映できるような応用科目を設定している。また、「自己設計科目」では、自ら学び

たい目標に対して他学科の科目を含めて20単位以上選択することができるようにするなど、学生の多様な

ニーズ、社会からの要請や学術の発展動向に配慮した教育課程の編成を行っている。 

教育内容の充実を図るため、愛知県下 47 大学との単位互換事業も実施し、他大学からの特別聴講生に

直近５年平均で13科目を開放している。また、キャリアオフィスによるキャリア教育を実施し、インター

ンシップへの積極的参加を促し、直近５年平均で約80人の学生がインターンシップを体験している。 

さらに、当該大学の理念、目的に基づき、グローバル化、技術革新が進むなどの国内外の社会情勢の変

化に対応できる先見性を持った学生を育てるなど社会からの要請にこたえるために、文部科学省の支援を

得た以下の取組を実施している。 

文部科学省「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）」として、平成17～19年度にかけて「発

信型国際技術者育成のための工学英語教育－「知識としての英語」から「道具としての英語」へ－」、平成

19～21年度にかけて「＜啓き・支え・促し＞連携キャリア教育－工学系学生のための実践的総合キャリア

教育－」が採択されている。 

前者は、当該大学が従来から推進してきたＥＧＳＴ（English for General Science & Technology）教

育の質の向上、定着を目指したもので、その取組を継続させ、「ＥＧＳＴ教育の質の向上」という観点から

事業で推進してきたことを反映し、事業開始以前から開講されていた「科学技術英語Ⅰ、Ⅱ」を１年次対

象とすることで、より集中的に、より効率的に実施している。また、英語読本による多読課題クラスの成

果を受け、従来の対象を基礎クラス学生から全クラスの学生へと拡大している。 

後者では、平成21年度から新しく始まるカリキュラムにおいて、「キャリアデザイン構築部会」を通じ

て新たに構築したキャリアデザインプログラムを開講することを可能とした。また、３年次及び博士前期

課程１年次対象のジェネラルインターンシップが質量共に充実し、さらには相談室間の一体化が図られて

いる。 

このほか、文部科学省「戦略的大学連携支援事業」として、当該大学のほか、愛知工業大学、大同大学、

豊田工業高等専門学校が連携して行う「工科系コンソーシアムによるものづくり教育の拠点形成」が平成

20～22年度にかけて、さらに、文部科学省「理数学生応援プロジェクト」として、学部生の期間に、工学

一般に関する基礎的な研究力を養成することを目指す「名工大ＴＩＤＡプログラム」が平成21～24年度に
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かけて採択されている。 

これらのことから、教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、研究成果の反

映、学術の発展動向、社会からの要請等に配慮していると判断する。 

 

５－１－③ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

単位を実質化するため、ＧＰＡに基づく成績評価実施要領を定め、『学生生活案内』に掲載している。

この要領に基づき、算出したＧＰＡを学業成績票に記載するとともに、学期ごとに23～28単位（第一部）

の履修登録単位数の上限を設けている。 

シラバスでは、成績評価方法と基準を明確化し学習の動機付けと計画的な学習を促すとともに、「履修

にあたっての注意事項および教室外における準備学習などの指示」の項目を設け、必要な事項の指示をし

ている。また、moodleと呼ばれるウェブ技術によるオンラインの授業のサポートシステムも活用されてお

り、教員はオンラインで授業の資料の掲示、課題の出題と解答提出の管理、小テストの実施、成績一覧の

閲覧等を行うことができるようになっている。 

さらに、学生による授業評価に「あなたはこの授業科目に関し、定期試験、予習復習及び課題（レポー

ト、宿題など）に、週当たり平均どれくらいの時間をかけましたか」という項目を設け、教室外での学習

を促している。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－２－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。 

教育課程は、各授業科目の性質により、講義、演習、実技･実験･実習、少人数ゼミなどの形態になって

いる。その比率を全開講科目数に対する科目数の割合でみると、平成20年度では、第一部及び第二部合わ

せて講義77％、演習12％、実技･実験･演習７％、少人数ゼミ４％となっている。また、実践的教育を通し

て学生のモチベーションを上げるために、産業界の第一線で活躍する技術者を非常勤講師として招く、実

務型教員による授業を実施している。 

学習指導法の工夫の例としては、英語では、学生の習熟度に応じてクラス編成した授業を実施している

ほか、平成17年度に採択された文部科学省現代ＧＰ「発信型国際技術者育成のための工学英語教育－「知

識としての英語」から「道具としての英語」へ－」に基づき、入学後に実施した「ＴＯＥＩＣ ＩＰ」結

果の上位約200人を対象に、少人数による集中クラス（25人クラスで８クラス）を夏季休暇及び春季休暇

中に実施している。また、「情報技術Ⅰ、Ⅱ」では、情報機器を活用した授業を、全学的にＴＡを積極的に

活用して行っている。 

カリキュラムの特色の一つである「自己設計科目」では、学生に自立性を持たせるため、２年次以上の

学生自らが授業科目を選択して学ぶことになっており、学生はこの趣旨に則り「自己設計科目」を10科目

20単位自己申告して選択している。なお、この科目においては、全体の履修傾向として、自プログラムの

展開科目に加え、同一学科の他プログラム開講科目を履修している者が多くみられる。さらに、自らの視

野を広げるため、他学科の開講科目を併せて履修している者も多くなっている。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、教育内容に応じた適切な学習指導法の

工夫がなされていると判断する。 

 



名古屋工業大学 

 

2-(13)-21 

５－２－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

シラバスは、「授業の目的・達成目標」、「授業計画」、「成績評価の方法と基準」、「履修にあたっての注

意事項および教室外における準備学習などの指示」、「オフィスアワー（この授業科目についての学習相談）」

などの事項からなる、全科目統一した様式で作成されている。 

これらは、大学公式ウェブサイト上で公開されており、学生は自宅や学内各所に設置された教育用端末

から、いつでもシラバスを閲覧することができる。 

学生による授業評価（平成 20 年度前期）の「この授業を選択するに際してシラバスをよく読みました

か」というアンケート項目では、「５．はい」・「４．どちらかと言えばはい」と評価した学生が、第一部で

は45.8％、第二部では42.8％となっており、「１．いいえ」・「２．どちらかと言えばいいえ」と回答した

学生が、第一部では26.6％、第二部では34.7％となっている。これらの結果から、積み重ねが必要な工学

系大学特有の教育課程を勘案するとき、シラバスはかなりの学生が活用していると考えてよい。 

これらのことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断

する。 

 

５－２－③ 自主学習への配慮、基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われているか。 

ＧＰＡに基づく成績評価実施要領の中で、履修登録単位数の上限を設け、予習復習等の自主学習時間を

確保している。また、moodleと呼ばれるウェブ技術によるオンラインの授業のサポートシステムも活用さ

れており、学生はこのシステムにより授業時間外でも自主的に学習することができる。 

施設面では、学生の主体的な学習を促すため、図書館を有効利用できるようにしている。また、学生の

ための自学自習の場（「ゆめ空間」）を設置し、自主学習を行える環境を整備している。ここでは、ピアサ

ポートシステムとして構築された、大学院生のＴＡによる「先輩のいる学習室」が開室され、学習につい

て相談できるようなっている。 

このほか、英語の授業では、学生の習熟度に応じたクラス編成を実施しており、基礎学力不足の学生へ

の配慮が伺える。 

これらのことから、自主学習への配慮、基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われていると判断

する。 

 

５－２－④ 夜間において授業を実施している課程（夜間学部や昼夜開講制（夜間主コース））を置いている場合には、そ

の課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされ、適切な指導が行われているか。 

第二部の授業時間は、勤労学生の就学及び単位の実質化に配慮して、17時50分から21時となっており、

月曜日から金曜日までの毎日２コマの開講で、５年間で履修することとなっている。また、勤労学生に配

慮して長期履修制度を設けており、年度によって異なるが、数人から十数人の申請者がいる。 

オフィスアワーについては、授業終了後における対応、事前予約による随時対応などにより第二部学生

が利用しやすいよう配慮しており、シラバスを通じて周知している。 

図書館は通常期の月曜日から金曜日までの閉館時間を21時45分としており、第二部学生が授業終了後

に自主学習に利用できるようにしている。 

これらのことから、夜間において授業を実施している課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設

定等がなされ、適切な指導が行われていると判断する。 
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５－２－⑤ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－３－① 教育の目的に応じた成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知されており、これらの

基準に従って、成績評価、単位認定、卒業認定が適切に実施されているか。 

成績評価基準及び卒業認定基準は、教育課程履修規程で定めている。同規程は、『学生生活案内』に掲

載しており、１年次学生に入学時に配付し、オリエンテーションで説明している。 

個々の科目の具体的な「成績評価の方法と基準」についてはシラバスに明記し、初回授業等において教

員から説明がなされ、その基準に基づいて５段階の成績評価が行われている。 

卒業研究、卒業研究着手条件については、各学科で確認と合否決定を行っている。卒業認定は、所定の

単位以上を修得した学生について、教授会の議を経て行われている。 

これらのことから、成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知されており、成績

評価、単位認定、卒業認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－３－② 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

学生からの成績評価に関する申し立てが一定期間できるように、成績票に記載している。科目担当教員

は、学生の申し出に基づき速やかに成績を確認し、その結果を伝えている。修正が必要な場合は迅速に学

務チームにその結果を提出するようにしている。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 

 

＜大学院課程＞ 

５－４－① 教育の目的や授与される学位に照らして、教育課程が体系的に編成されており、授業科目の内容が、全体と

して教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

大学院の教育課程は、指導教員の指導により、博士前期課程では、履修する授業科目と研究事項を、ま

た、博士後期課程では、研究事項を決定することとなっている。 
教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策は、平成 16 年度から６年間の中期目標・中

期計画に定めているように、基幹となる各専門分野の専門科目を置くほか、共通科目として、工学倫理、

環境問題、国際関係に関する授業科目、英語での発表力を付けるためのプレゼンテーション科目を置くこ

と、また、ゼミナール、実験実習を通じて修士論文につなげるコロキュウム、専門演習、実験実習科目を

置き、大学院教育の集大成として、博士前期課程には修士論文の作成、博士後期課程には博士論文の作成

を課すこととしている。さらに、テクノビジネススクールを標榜する、博士前期課程のみの産業戦略工学

専攻では、ベンチャー構築、ものづくり経営を学ぶ基本科目、知的所有権、経営管理を学ぶ技術経営科目

など、この専攻にふさわしい授業科目が整備されている。 

各専攻の授業科目は、それぞれの専攻を構成する専門分野別の専門科目とセミナー、及び、上記の共通

科目からなっている。 

これらのことから、教育課程が体系的に編成されており、授業科目の内容が、全体として教育課程の編

成の趣旨に沿ったものになっていると判断する。 
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５－４－② 教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、研究成果の反映、学術の発展動向、社

会からの要請等に配慮しているか。 

学生の多様な学び方に対応するために、他大学院での授業科目の認定、入学者の既修得単位の認定など

について大学院規則第22～24条で定めている。 

また、シラバスでみる講義内容では、「電子物性特論Ⅱ」で「超伝導やスピン依存伝導、スピンエレク

トロニクスなど 近の磁性研究の現状に言及する。」、「材料開発特論」で「 近事業化された、または、こ

れからされるであろう先端の高分子材料を紹介して、新材料の技術開発を探る。」とある例に見られるよう

に、教育内容に 新の研究成果を反映させている。 

さらに、工学系大学院教育の教育システムとして、産学連携共有のプラットホームを構築し、技術シー

ズの共有化、「行きっぱなしでない、双方向の長期インターンシップ」の実施を目指した「技術の市場化を

実現する産学連携教育（産学共通プラットホームでの双方向インターンシップ）」が、平成17年に文部科

学省「産学連携による実践型人材育成事業」に採択され、毎年15～20人の大学院生を企業の研究部門など

に１か月程度派遣している。教育課程としては産業戦略工学専攻の共通科目「産業戦略創造企業演習Ⅰ･

Ⅱ」として開講し、全学大学院生を対象に知財教育、成果報告事後教育を合わせて実施している。 

平成14年度に文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムに採択された「環境調和セラミックス科学の世界拠

点」の実績を背景に、 終年度である平成18年度にセラミックス科学教育研究院を設立し、その中の部門

の一つにセラミックスＣＯＥ教育部を設けている。ここでは、大学院学生を対象に、海外留学、インター

ンシップを取り入れた実践的教育による人材育成を目指している。また、平成20年４月に工学研究科に未

来材料創成工学専攻を設置し、環境調和セラミックス工学分野、エネルギー変換工学分野、ナノ・ライフ

変換科学分野を置いたほか、産業技術総合研究所及びファインセラミックスセンターとの連携分野を設置

し、各機関から計４人の連携教員（連携教授、連携准教授）を配置し、研究インターンシップに参加しや

すい環境を構築している。さらに、セラミックスＣＯＥ教育部の策定する研究派遣プランで大学院修了要

件の単位として修得可能（８単位）となるよう整備し、また、博士論文審査に海外大学（リモージュ大学）

からの審査員を加え、また、当該大学教員もリモージュ大学学生の博士論文審査員となるなど、国際連携

を基盤とした人材育成プログラムとして学位審査に反映させている。 

また、留学生を対象に、文部科学省及び経済産業省の共催事業である「アジア人財資金構想」として「自

動車産業スーパーエンジニア養成プログラム」を産学連携で開発し、平成19年度から実施している。自動

車関連企業39社（平成21年３月現在）と自動車部品工業会からなるコンソーシアムを形成し、産学連携

による教育プログラムの開発・実施体制を整えた。この体制の下、平成19年度から教育プログラムを開発

し、本プログラム留学生に対して開講した。専門教育プログラムには、自動車産業に関する講義科目を新

設するとともに、企業の幹部となるべき人材を育成するために経営工学関連の科目の受講体制を整え、さ

らには当該大学が社会人に対して開講している現場体験型教育である「工場長養成塾」をアレンジして本

教育プログラムに加えるなど、自動車産業界での活躍を目指した斬新な教育プログラムを産学連携で完成

させた。また、企業出身のコーディネータを中心とした就職支援体制を整備し、本プログラム留学生の日

本企業への就職活動を支援した結果、第１期生４人全員が自動車関連の企業に就職している。また、自動

車産業に関係の深いアジア各国のトップ大学と交流協定を締結し本プログラムへの協力を得ることで、優

秀な留学生を獲得する体制を整えた。 

これらのことから、教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、研究成果の反

映、学術の発展動向、社会からの要請等に配慮していると判断する。 
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５－４－③ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

シラバスに「授業計画」、「履修にあたっての注意事項および教室外における準備学習などの指示」の項

目を設け、ここで科目ごとに学生の予習・復習を促している。また、参考資料、成績評価基準、オフィス

アワーなどを提示することで、自己学習環境の形成に努めている。さらに、各専攻とも、演習科目があり、

毎回の予習・復習が欠かせない少人数制の「セミナー」等を必修としている。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－５－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。 

博士前期課程では、産業戦略工学専攻を除く各専攻では、専門科目におけるセミナー10単位を必修とし

ており、産業戦略工学専攻でも同程度の演習系科目が必修となっている。30単位以上の修得を求める修了

要件からみて、講義形式の授業科目は幅がある選択ができ、講義と演習系科目のバランスも良く、当該大

学の教育理念に照らして授業形態の組合せは適切である。 

また、講義の中で、事前に指名された受講生が、生命科学領域の各種 新分析手法の解説を発表形式で

行うことを取り入れた例や、セミナーの中で、論文内容の英文要旨の作成、英語での発表を通して、オー

ラルプレゼンテーションとリトゥンプレゼンテーションの能力を高めることを目指した例などが見られ、

各専攻で学習指導法の工夫がなされている。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、教育内容に応じた適切な学習指導法の

工夫がなされていると判断する。 

 

５－５－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

シラバスは、全科目が統一された様式で作成されており、「授業の目的・達成目標」、「授業計画」、「成

績評価の方法と基準」、「履修にあたっての注意事項および教室外における準備学習などの指示」、「オフィ

スアワー（この授業科目についての学習相談）」などの事項からなっている。 

これらのシラバスは、大学公式ウェブサイト上で公開されており、学生は自宅や学内各所に設置された

教育用端末から、いつでもシラバスを閲覧することができる。 

学生による授業評価（平成 20 年度前期）の「この授業を選択するに際してシラバスをよく読みました

か」というアンケート項目では、「５．はい」・「４．どちらと言えばはい」と評価した学生は60.4％となっ

ており、「１．いいえ」・「２．どちらかと言えばいいえ」と回答した学生の14.6％を大きく上回っている。 

これらのことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断

する。 

 

５－５－③ 夜間において授業を実施している課程（夜間大学院や教育方法の特例）を置いている場合には、その課程に

在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされ、適切な指導が行われているか。 

該当なし 
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５－５－④ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－６－① 教育課程の趣旨に沿った研究指導、学位論文（特定課題研究の成果を含む。）に係る指導の体制が整備され、

適切な計画に基づいて行われているか。 

研究指導は、大学院規則及び大学院教育課程履修規程に基づいて以下のように行われている。 

入学した学生は、それぞれの専攻分野に応じ、授業科目の履修指導及び学位論文の作成等に対する指導

を行う指導教員が定められる。この指導教員は、専攻分野の研究指導担当の教員が充てられるが、必要に

応じて当該専攻又は他の専攻の研究指導担当の教員を加えることができる。 

博士前期課程の学生は、指導教員の指導により、当該年度において履修しようとする授業科目及び指導

を受けようとする研究事項を決定し、指導教員の承認を得て、また、博士後期課程の学生は、指導教員の

指導により、研究分野に従い当該年度において指導を受けようとする研究事項を決定し、それぞれ、毎年

度所定の期日までに学長に申告することとなっている。履修しようとする授業科目の追加、変更又は取消

等、履修計画を変更する場合は、指導教員の承認を得て、同様に学長に申告することとなっている。 

これらのことから、教育課程の趣旨に沿った研究指導、学位論文に係る指導の体制が整備され、適切な

計画に基づいて行われていると判断する。 

 

５－６－② 研究指導、学位論文に係る指導に対する適切な取組が行われているか。 

学生ごとに定められた指導教員が研究指導、学位論文に係わる指導を担当しているが、博士前期課程に

おける教員１人当たりが担当する平均学生数は、専攻によって多少差があるものの、１学年当たり２～３

人となっている。 

また、平成20年度には、大学院博士後期課程在学生36人（平成21年度：35人）をＲＡとして採用し、

大学院教育における研究補助を通じて、若手研究者の研究遂行能力の育成及び研究活動の効果的促進に資

する取組を行っている。 

これらのことから、研究指導、学位論文に係る指導に対する適切な取組が行われていると判断する。 

 

５－７－① 教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されており、これらの

基準に従って、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されているか。 

成績評価基準は、大学院規則に「授業科目の試験の成績は、秀、優、良、可及び不可の評語をもって表

し、秀、優、良及び可を合格とする。」と定められ、その詳細な基準が大学院教育課程履修規程に示されて

いる。また、シラバスには、授業科目ごとに成績評価の方法と基準が記載されている。 

修了認定基準は大学院規則に、「博士前期課程の修了要件は、当該課程に２年（２年以外の標準修業年

限を定める専攻又は学生の履修上の区分にあっては、当該標準修業年限）以上在学し、30単位以上を修得

し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び 終試験に合格することとする。ただし、在

学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。」、

「博士後期課程の修了要件は、当該課程に３年以上在学し、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査

及び 終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者について
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は、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。」と明示されている。 

これらは『学生生活案内』に記載し配付しているほか、入学時の新入生ガイダンスで学生に説明し周知

している。 

各教員は所定のスケジュールに従い、学内規則、シラバスに明示した成績評価基準・方法によって成績

評価と単位認定を行っている。修了認定は、学位論文公聴会、審査委員による審査と結果の報告、教授会

における学位授与可否についての審議を経て行われている。 

これらのことから、成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されており、成績

評価、単位認定、修了認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－７－② 学位論文に係る評価基準が組織として策定され、学生に周知されており、適切な審査体制が整備されている

か。 

学位論文の評価基準として、学位規則及び学位授与取扱細則が策定されている。これらの規則に基づき、

学位論文ごとに、博士前期課程は主査１人を含む２人以上、博士後期課程は主査１人を含む３人以上の審

査委員を選び、公聴会を経て客観的な審査結果を教授会に報告し、学位授与のための 終審査を行ってい

る。 

特に博士論文審査に関しては、研究の進捗状況を確認し状況に応じた適切な指導をするために、原則と

して修了予定の１年前に中間発表を行っている。 

これらの内容は『学生生活案内』に明記してあり、大学院の入学オリエンテーションの際に学生に周知

している。 

これらのことから、学位論文に係る評価基準が組織として策定され、学生に周知されており、適切な審

査体制が整備されていると判断する。 

 

５－７－③ 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

教員は、全学的に定められた日程に従い成績報告を行い、各期終了時に学務チームから各学生に成績通

知書を交付している。学位審査に際しては公聴会を行い、透明性を確保している。学生は成績内容に異議

のある場合には、学生センターに申し出ることができ、その旨を成績票に掲示している。担当教員は、学

生の申し出に基づき速やかに成績を確認し、その結果を伝えている。修正が必要な場合は迅速に学務チー

ムにその結果を提出するようにしている。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 

 

＜専門職学位課程＞ 

 該当なし 

 

以上の内容を総合し、「基準５を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 平成 17 年度に、文部科学省現代ＧＰとして当該大学が従来から推進してきたＥＧＳＴ教育の質の

向上、定着を目指した「発信型国際技術者育成のための工学英語教育－「知識としての英語」から「道

具としての英語」へ－」が採択され、その成果はＥＧＳＴ教育取組として継続しており、事業開始以

前から開講されていた「科学技術英語Ⅰ、Ⅱ」をより集中的に、より効率的に実施し、また、英語読
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本による多読課題クラスの対象を基礎クラス学生から全クラスの学生へと拡大している。 

○ 平成 19 年度に、文部科学省現代ＧＰとして「＜啓き・支え・促し＞連携キャリア教育－工学系学

生のための実践的総合キャリア教育－」が採択されており、新たに構築したキャリアデザインプログ

ラムの開講、３年次及び博士前期課程１年次対象のジェネラルインターンシップの質・量の充実及び

各相談室間の一体化が図られている。 

○ 平成 20 年度に、文部科学省「戦略的大学連携支援事業」として当該大学のほか、愛知工業大学、

大同大学、豊田工業高等専門学校が連携して行う「工科系コンソーシアムによるものづくり教育の拠

点形成」が採択されている。 

○ 平成 17 年度に、文部科学省「産学連携による実践型人材育成事業」として工学系大学院教育の教

育システムとして、双方向の長期インターンシップの実施を目指した「技術の市場化を実現する産学

連携教育（産学共通プラットホームでの双方向インターンシップ）」が採択され、教育課程として、

産業戦略工学専攻の共通科目「産業戦略創造企業演習Ⅰ･Ⅱ」を開講し、全学院生を対象に知財教育、

成果報告事後教育を合わせて実施している。 

○ 平成14年度に、文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムとして採択された「環境調和セラミックス科

学の世界拠点」の実績を背景に、 終年度である平成 18 年度にセラミックス科学教育研究院を設立

し、その中の部門の一つにセラミックスＣＯＥ教育部を設け、大学院学生を対象に、海外留学、イン

ターンシップを取り入れた実践的教育による人材育成を目指している。 

○ 平成 19 年度に、文部科学省及び経済産業省の共催事業である「アジア人財資金構想」として留学

生を対象とした「自動車産業スーパーエンジニア養成プログラム」が採択され、自動車関連企業と自

動車部品工業会からなるコンソーシアムにより、自動車産業界での活躍を目指した教育プログラムを

産学連携で開発している。 

○ 平成 21 年度に、文部科学省「理数学生応援プロジェクト」として学部生の期間に、工学一般に関

する基礎的な研究力を養成することを目指す「名工大ＴＩＤＡプログラム」が採択されている。
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【評価結果】 

基準６を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

６－１－① 学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等に照らして、その達成状況を検証・評価す

るための適切な取組が行われているか。 

教育全体の企画立案を司る教育企画院が置かれており、同院を中心として達成状況を検証・評価するた

めの取組がなされている。達成状況の検証・評価は、学生、卒業生及び社会からの評価と教員自身の自己

評価が基本となっている。 

学生による評価は、教育企画院の「簡潔で、学生・教員双方の意識向上に効果的であり、また、信頼性

の高いデータが得られるようにする」との方針の下、工学教育総合センターに置かれた創造教育開発オフィ

スが実施している。学期の終了後に「学生による授業評価」を実施し、集計された結果を分析することに

より教育成果の検証を行っている。評価結果は報告書にまとめるとともに、大学公式ウェブサイトでも公

開している。 

平成 18 年度からは、特別教育研究経費「充実した「学びの場」の構築－教員の教育力の向上及び双方

向型教育支援システムの整備」事業により、学部の前年度開講の授業科目について、教員による自己点検・

評価を実施している。これにより、学生と教員の双方の視点から同一科目の評価を実施し、より客観的な

教育成果の検証を可能とした。 

平成 19 年度には、卒業生及び卒業生就職先企業へのアンケート調査を実施し、当該大学の教育により

身に付けた知識、能力について、卒業生と企業の双方の視点から検証を行っている。 

これらのことから、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等に照らして、その

達成状況を検証・評価するための適切な取組が行われていると判断する。 

 

６－１－② 各学年や卒業（修了）時等において学生が身に付ける学力や資質・能力について、単位修得、進級、卒業（修

了）の状況、資格取得の状況等から、あるいは卒業（学位）論文等の内容・水準から判断して、教育の成果や

効果が上がっているか。 

学士課程においては、卒業生が学位取得に要した年数からみれば、第一部（昼間部）では、約90％の学

生が標準修業年限で学士号を得ている。一方、第二部（夜間部）では、 終学年終了時点での学生１人当

たりの平均単位修得数は卒業認定単位数に達せず、標準修業年限で学士号を得る割合が 75％程度である。

しかし、おおむね90％以上の学生は標準修業年限に加え１年で学位を取得している。また、学士課程の資

格取得については、平成20年度では、例えば、教員免許状（高等学校教諭一種免許状（工業））では第一

部39人、第二部32人、建築士では第一部３人、第二部１人などとなっている。 

博士前期課程では、平均修得単位数をみると、１年次の終わりまでに２年次の必修科目を除いて修了に

必要な単位数 24 単位以上を修得している。また、標準修業年限の２年間で修士号を得る割合はおおよそ

97％である。 

基準６ 教育の成果 

６－１ 教育の目的において意図している、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする人

材像等に照らして、教育の成果や効果が上がっていること。 
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博士後期課程においては３年以内で博士号を得る割合は７割弱であるが、５年以内には９割超の者が博

士号を取得している。 

なお、大学院課程の資格取得については、平成 20 年度では、例えば、教員免許状（高等学校教諭専修

免許状（工業））では15人、建築士では30人などとなっている。 

これらのことから、単位修得、学位取得等の観点から、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－③ 授業評価等、学生からの意見聴取の結果から判断して、教育の成果や効果が上がっているか。 

学部では、学期ごとに、すべての学部開講科目を対象に学生による５段階評価の授業評価を実施してい

る。平成20年度前期授業評価から評価項目の見直しを行ったため、同一項目で評価を実施した平成16年

度前期から平成19年度後期までの４年間の評価の推移でみると、第一部で、「内容理解」、「意欲向上」、「満

足度」のいずれの項目でも、平成19年度後期の平均は５段階でそれぞれ3.6、3.7、3.8で、平成16年度

前期のそれぞれ3.2、3.2、3.3と比較するとき、学期を重ねるにつれ、平均評点は上昇している。第二部

でも同様の傾向である。また、実務型教員の担当する多くの科目では、いずれの項目でも当該科目を開講

する学科の平均評点より高い評価を得ており、実務型教員による授業が学生のやる気を引き出し、学業成

果の向上に役立っていることも判る。 

大学院では、平成19年度後期開講科目から試行的に授業評価を開始した。平成19年度後期では70％以

上又は70％近くの学生が、平成20年度前期では60％以上又は60％近くの学生が、ほぼすべての項目で５

又は４の評価をしている。 

これらのことから、学生の授業評価からみて、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－④ 教育の目的で意図している養成しようとする人材像等について、就職や進学といった卒業（修了）後の進路

の状況等の実績や成果について定量的な面も含めて判断して、教育の成果や効果が上がっているか。 

学部では、直近５年間のデータでは、第一部の場合、進学者と就職者の比率はほぼ６：４で推移してい

る。第二部では、進学者の割合が１割台から２割強へと上昇している。就職希望者の就職率は、平成 20

年度で、第一部は98％、第二部92％である。第一部、第二部ともに、製造業、建設業、情報通信事業といっ

た「ものづくり」関連業種への就職者は、例えば、平成20年度には第一部で約82％、第二部でも約73％

であるように、第一部、第二部ともに大多数となっている。 

博士前期課程では、直近５年間のデータでは、就職希望者の就職率は、例年98％以上であり、そのうち、

製造業、建設業、情報通信事業といった「ものづくり」関連業種への就職者が圧倒的に多く、90％程度で

推移している。技術経営を専門とする産業戦略工学専攻では、従来の工学系ではあまりみられなかった業

種（飲食、不動産関連等）への就職も見られる。博士後期課程では、製造業への就職率は、博士前期課程

修了者に比べて低いが、教育職に就職する割合は毎年15％以上に達している。 

これらのことから、学部、大学院のいずれも、製造業を中心に、自身の専門性を活かした分野に就職す

るものも数多く、卒業（修了）後の進路の状況の実績からみて、教育研究理念に基づいた、学部・大学院

教育の成果や効果は上がっていると判断する。 

 

６－１－⑤ 卒業（修了）生や、就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断して、教育の成果や効果が上がってい

るか。 

平成 16 年度から６年間の中期目標で掲げた教育の成果に関する目標について、卒業生及び卒業生の在
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籍する組織の上司に対して、各到達度に関するアンケート調査を平成19年度に実施した。 

学部での教育目標は、「専門分野の基礎知識」、「専門分野以外の幅広い知識」、「ものづくりを実践する

能力」、「自ら目標を設定して仕事を遂行する能力」を身に付けることである。 

「専門分野の基礎知識」では、87％の卒業生が習得できたと実感し、企業側では習得していると思う割

合（以下「習得者割合」という。）は96％となっている。「専門分野以外の幅広い知識」では、卒業生、企

業側の評価ともども、習得者割合は 50％程度となっている。「ものづくりを実践する能力」では、卒業生

の評価が60％であるのに対し、企業側の評価は習得者割合85％となっている。「自ら目標を設定して仕事

を遂行する能力」の評価は、卒業生の自己評価は習得者割合66％、企業側の評価は習得者割合82％となっ

ている。これらのことから到達度の対する評価は、「専門分野以外の幅広い知識」では半々であるものの、

それ以外では高く、ことに卒業生より企業側の評価が高いことが目立っている。 

大学院での教育目標は、「問題発見・解決能力」、「専門分野の先端技術に関する知識・能力」、「新しい

分野を創造する能力」、「ものづくり技術に裏打ちされた経営能力・マインド」を身に付けることである。 

「問題発見・解決能力」では、90％の修了生が習得できたと実感し、企業側では習得者割合92％となっ

ている。「専門分野の先端技術に関する知識・能力」では、修了生、企業側の評価では、習得者割合はそれ

ぞれ77、76％となっている。「新しい分野を創造する能力」では、修了生の自己評価は習得者割合54％、

企業側の評価は習得者割合60％となっている。産業戦略専攻修了者に対する「ものづくり技術に裏打ちさ

れた経営能力・マインド」に関する調査では、80％の修了生が習得できたと感じており、修了生を受け入

れた企業側では習得者割合100％となっている。 

これらのことから、学士課程、大学院課程ともに、卒業（修了）生、就職先の企業ともども総体的に到

達度に高い評価を与えており、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準６を満たしている。」と判断する。
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【評価結果】 

基準７を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

７－１－① 授業科目や専門、専攻の選択の際のガイダンスが適切に実施されているか。 

学部、大学院それぞれで、入学式終了後に、新入生オリエンテーションを実施し、修学、学生生活に必

要な事項を『学生生活案内』及び配布資料を基に詳細に説明している。その後のガイダンスの実施状況は

以下のとおりである。 

学部学生に対しては、能力別に行っている英語教育のクラス配属に関するガイダンス及び試験が学期開

始前に行われている。また、各学科では、２年次進級時の各プログラム分属ガイダンス、４年次進級時の

研究室配属ガイダンスがそれぞれあり、学生の進路決定に役立っている。さらに、新学期開始直前にそれ

ぞれの学年に対してのガイダンスを行い、学生生活、修学面において役立てている。 

大学院学生に対しては、専攻あるいは研究室単位でのガイダンスを行い、専攻案内、教員スタッフ紹介、

学習案内、修了者の進路説明等を行っている。 

これらのことから、ガイダンスは適切に実施されていると判断する。 

 

７－１－② 学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されており、学習相談、助言、支援が適切に行われているか。

学生の学習支援については、教員による相談体制として、各授業科目に対しては担当教員によるオフィ

スアワーがあるほか、学生生活上の様々な課題に対し指導が受けられる「クラス担当委員」が置かれてい

る。クラス担当委員は、各学科に設けられ、第一部では委員１人当たりの学生数は平均で25人程度であり、

第二部では学科ごとに１～２人の委員がいる。さらに、学生センターに「学習相談室」が設けられ、基礎

学習相談員・専門学習相談員が配置されている。 

これに加えて、大学院生をピアサポーターとして活用した「先輩のいる学習室」を設置し、学生が相談

を行いやすい体制をとっている。この学習室は、学生生活実態調査の分析等から学生は先輩・友人を第一

の相談相手としていることが明らかとなり、平成18年度から設置したものである。ここでは、平成20年度

実績で409件の相談を受け付けており、特に初年度学生の学習支援には大きく寄与している。 

大学院学生に対しては、新入生オリエンテーション等において、相談・助言体制を周知するとともに、

指導教員が修学指導、助言を行っている。 

これらのことから、学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されており、学習相談、助言、支援が

適切に行われていると判断する。 

 

 

基準７ 学生支援等 

７－１ 学習を進める上での履修指導が適切に行われていること。また、学生相談・助言体制等の学習

支援が適切に行われていること。 

７－２ 学生の自主的学習を支援する環境が整備され、機能していること。また、学生の活動に対する

支援が適切に行われていること。 

７－３ 学生の生活や就職、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が適切に行われていること。
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７－１－③ 通信教育を行う課程を置いている場合には、そのための学習支援、教育相談が適切に行われているか。 

該当なし 

 

７－１－④ 特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への学習支援を適切に行うことのできる状況にあるか。また、

必要に応じて学習支援が行われているか。 

留学生に対しては、国際交流センター国際人材養成部門が、その業務の一環として支援を受け持ち、日

本語授業を実施するとともに、日本での生活から学生生活までの総合的な指導を行っている。また、日本

人学生が留学生の支援を行うチューター制度を設け、国際交流会館に常駐し、学習面のみならず、生活全

般までの支援にあたっている。平成20年度の留学生１人当たりのチューター数は0.42人、チューターの支

援時間数は46.5時間となっており、来日間もない留学生に対してスムーズな新生活のスタートの補助に始

まり、大学院進学のための日本語能力アップ、プレゼンテーション等の研究のサポートに対しては、希望

する留学生全員にチューターを付けている。 

毎年 20 人弱の社会人学生を受け入れる大学院の産業戦略工学専攻社会人短期履修コースでは、専攻授

業を土日の集中講義や夜間開講授業などによって、社会人の受講を支援しており、研究指導に関しても各

指導担当教員は柔軟に対応している。 

学部での推薦入学者、社会人入学者、またＡＯ入試入学者などのうち、特に入学前に数学、物理、化学

の科目において未修得科目がある学生に対しては、入学前に補習授業をそれぞれの科目に対して行ってい

る。 

これらのことから、特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への学習支援を適切に行うことので

きる状況にあり、また、必要に応じて学習支援が行われていると判断する。 

 

７－２－① 自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用されているか。 

学科・専攻が入る建物にリフレッシュルームを設けているほか、セミナー室・演習室・ＰＣルーム等を、

授業時間を除いて学生に開放している。これらの施設の利用頻度は高く、有効活用されている。また各施

設内においては無線ＬＡＮ接続ができるシステムを整備しており、情報基盤センターの端末室も含めて、

学生のインターネット活用を容易にしている。 

このほか、学生センターの建物に、「ゆめ空間」と銘打った学生の自学自習の場を設置し、一階は「動」

の場として活発なコミュニケーションに、二階は「静」の場として、学生の自習室としてのスペースを確

保し、またピアサポーターたちの待機する「先輩のいる学習室」も併設され、多くの学生たちが利用して

いる。 

図書館は、数多くの工学系図書の配置はもとより、ＰＣ端末を確保し、平日は第二部学生に対応するた

めに21時45分まで、さらに週末も土曜日に限り夕方まで開館し、学生たちの情報収集の場、自主学習の

場となっている。また、学内の学生ポータルサイトを利用して学内から各種検索システムや図書貸出の予

約などに対応している。 

これらのことから、自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用されていると判断する。 

 

７－２－② 学生のサークル活動や自治活動等の課外活動が円滑に行われるよう支援が適切に行われているか。 

学生の課外活動の支援に対しては、事務組織である教育支援グループ学生生活チームが中心となり支援

に当たっている。 
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大学公認の学生団体には、体育会系、文化系合わせて約1,650人の学生が参加し、活発な活動を行って

いる。各学生団体には活動場所、部室の提供を行うとともに、それぞれの団体に顧問教員を置き、指導・

助言にあたっている。優秀な成績を収めた学生団体・個人には学長主催による表彰を行っている。また、

大学祭である「工大祭」、「霜月祭」が、全学から選ばれた大学祭委員の主導の下に、自主的に開かれてい

る。 

これら課外活動には各種の用具類の貸し出しや、大学、大学後援会及び同窓会からの経済的援助が行わ

れている。 

これらのことから、課外活動が円滑に行われるよう支援が適切に行われていると判断する。 

 

７－３－① 生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されており、健康、生活、進路、各種ハラスメント等に関す

る相談・助言体制が整備され、適切に行われているか。 

生活支援等について学生が持つ課題などについて、それを把握し、相談・助言できる体制として、総合

的なものとしては、学生の修学その他の日常生活に関する諸問題について個人相談を受ける「学生なんで

も相談室」がある。受付担当者は、以下に述べる種々の相談システム等との連携に努めている。平成20年

度には約1,000件の利用がある。また、ポータルサイトを利用し、授業の出欠管理を通して、長期欠席者な

どへの対応を図っている。 

学生の健康面及び精神面で個別の相談については、保健センター内にある「学生相談室」が担当してい

る。 

また、先輩学生であるピアサポーターが履修登録、授業、進路などについて身近な経験談を語り助言す

る「先輩のいる学習室」が置かれ、学習、生活支援に資している。 

進路に関する相談・助言体制としては、工学教育総合センターに設置された「キャリアサポートオフィ

ス」が、文部科学省現代ＧＰに採択された「〈啓き・支え・促し〉連携キャリア教育－工学系学生のための

実践的総合キャリア教育－」により、学生ポータルサイト内に就職情報サイトを設置し、各学科、専攻の

学生の就職支援を行う就職担当教員とのネットワークを構築した上で、すべての学生に向けて就職情報の

提供を行っている。また、各種就職ガイダンスのみならず、独自の採用枠を有するジェネラルインターン

シップを設置するなど、キャリア形成支援教育を行っている。さらに、「就職情報室」が、「学生なんでも

相談室」、「キャリアサポートオフィス」と連携しながら、進路・就職に関する一般的なサポートを行って

いる。 

各種のハラスメントの相談に関しては、二十数人のハラスメント相談員を置き、相談者から担当委員に

直接連絡が取れる体制をとっているほか、外部相談システムの活用も行っている。 

さらに、学長と学生たちが直接話し合う機会である「キャンパスミーティング」を開催しており、学生

からの諸種の提言、要望を受け入れる体制をとっている。また、３年に一度の学生生活実態調査によって

学生の生活現状を把握し、『なるほど名工大生』と銘打った広報冊子を作成している。 

これらのことから、生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されており、健康、生活、進路、ハ

ラスメント等に関する相談・助言体制が整備され、適切に行われていると判断する。 

 

７－３－② 特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への生活支援等を適切に行うことのできる状況にあるか。ま

た、必要に応じて生活支援等が行われているか。 

留学生の日常生活に必要な情報提供、相談等に関しては、事務組織である教育支援グループ学生生活

チームが中心となり対応している。 
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初めて来日した留学生に対しては、教育研究についての課外指導及び生活指導を行い、学習・研究成果

の向上を図るため、在学生をチューターとして配置している。また、留学生用宿舎として、国際交流会館

を設置し、専任のチューターを住み込みで配置している。さらに、留学生に対する経済的援助として、外

国人留学生後援会による貸付事業を行っている。 

これに加えて、留学生が大学生活を送る上での必要事項を記載した『外国人留学生のための生活ガイド』

を作成し、配付している。また、留学生に関係する書類については、日本語と英語の併記を進め、窓口に

おいては、英語による対応も行っている。 

なお、障害のある学生に対する生活支援面では、一般の施設整備の範囲内でバリアフリー化を進めてい

る。 

これらのことから、特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への生活支援等を適切に行うことの

できる状況にあり、また、必要に応じて生活支援等が行われていると判断する。 

 

７－３－③ 学生の経済面の援助が適切に行われているか。 

日本学生支援機構の奨学金受給者は第一種、第二種、併用を合わせて、全学生の24％となっている。そ

のほか、民間奨学団体や地方公共団体の奨学金については、情報提供や出願手続等の周知に努めている。 

入学料・授業料免除に関しては、「授業料、入学料及び寄宿料の免除及び徴収猶予規程」によって免除

及び徴収猶予の基準を定めている。 

平成20年度では入学料免除は申請者の40％、授業料免除は申請者の約79％が受けている。 

なお、入学料・授業料免除及び各種奨学金の情報は、新入学生に対しては入学手続き書類に同封し、在

学生には大学公式ウェブサイト、『学生生活案内』に掲載等することで、学生への周知に努めている。 

学生寮については、通学に便利な場所に男子用116室を設置している。寄宿料は低額（月額4,700円）

に設定し経済面を配慮したものとなっている。 

これらのことから、学生の経済面の援助が適切に行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準７を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 「ゆめ空間」と銘打った学生の自学自習の場を設置し、ここにピアサポーターたちが待機する「先

輩のいる学習室」を併設し、学習、生活支援に資している。 

○ 学生のための電子的な窓口である学内の学生ポータルサイトを利用して、図書館業務について各種

検索システムや図書貸出の予約などへの対応、授業の出欠管理を通しての長期欠席者などへの対応、

キャリアサポートオフィスによる就職情報サイトの設置を行っている。
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【評価結果】 

基準８を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

８－１－① 大学において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施設・設備が整備され、有効

に活用されているか。また、施設・設備のバリアフリー化への配慮がなされているか。 

当該大学の校地面積は138,462㎡、運動場用地は34,439㎡、校舎等の施設面積は97,948㎡であり、大

学設置基準に定められた必要校地・校舎面積以上が確保されている。 

キャンパスには各学科・専攻が入った棟、教養講義棟、共通講義棟がある。また、各種実験室棟、図書

館、体育館、課外活動共用施設、集会室・談話室・食堂・書籍販売等の福利厚生施設の入った大学会館等

が整備されている。 

講義室は上記各学科・専攻が入った棟、教養講義室棟、共通講義室棟などに配置されており、大小合わ

せて63室（収容人員6,746人）が設置されている。講義室のほとんどはマイク・アンプを備えており、ま

た、教員のＰＣ内あるいはＬＡＮを通じた電子資料を示すためのプロジェクタ、ビデオ等のＯＡ機器も備

えられている。講義室の稼働率は平成21年前期で平均約８割となっている。 

図書館には、494 席の閲覧席のほか、セミナー室、マルチメディア閲覧室、研究ブース、パソコンコー

ナー、ＡＶルーム等を有している。セミナー室は防音設備が施され、ここでのディスカッションや共同作

業が外部の静謐さを保てるようになっている。 

情報処理学習、語学学習のための教育用端末は、情報基盤センターを中心に学内に503台が設置されて

おり、授業に利用されるほか、授業等が行われていない時間帯には学生が自由に利用できるようになって

いる。 

体育施設はキャンパス北側に集約されており、体育館、屋外運動場、テニスコート等があり、授業と部・

サークル活動で利用されている。 

また、建物の耐震強度確保のため、大規模改修等整備計画、耐震補強及び耐震診断実施の年次計画基準

を策定し、順次改修を進める予定としている。 

さらに、各建物には、車いすにも対応したエレベーターや、スロープの設置等のバリアフリー化に配慮

している。 

これらのことから、大学において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施

設・設備が整備され、有効に活用されており、また、バリアフリー化への配慮がなされていると判断する。 

 

８－１－② 大学において編成された教育課程の遂行に必要なＩＣＴ環境が整備され、有効に活用されているか。 

情報ネットワークシステムは、平成 19 年４月にＩＣカード認証を基礎とするシステムに整備され、情

報基盤センターで運用管理を行っている。本システムは教育支援、研究支援、図書館、事務等の情報を統

基準８ 施設・設備 

８－１ 大学において編成された教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備が整備され、有効に

活用されていること。 

８－２ 大学において編成された教育研究組織及び教育課程に応じて、図書館が整備されており、図書、

学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に収集、整理されていること。 
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一して管理、提供、更新するものであり、情報基盤センターにはＩＤ管理サーバ、アクセス管理サーバ、

及び統一データベースが設置されている。 

教職員や学生は、統一認証により、教職員ポータルや学生ポータルにアクセスでき、この権限を持つ者

だけがシステム内の上記教育、研究、図書館、事務等の一元化された種々の情報を利用でき、かつセキュ

リティが保証されている。 

教育サポートでは、授業出欠システムが整備され、各講義室２か所以上の入口付近の非接触ＩＣカード

入力で出席を入力でき、学生や担当教員は出欠状況を確認できる。出欠を取る時間を省けるとともに、こ

の情報は長期欠席者を早く確実に把握でき、学生指導に役立っている。 

多くの学生が利用する場所に無線ＬＡＮ端末を設け、さらに講義室も無線ＬＡＮ化されている。学外と

の接続には、ファイアウォール、ウィルス・スパム対策を行っており、学内ネットワークのセキュリティ

を確保している。各端末の利用方法、利用の手引き、申請手続等は、ポータル中の電子掲示板や情報基盤

センターウェブサイトにおいて公開するとともに、新入生ガイダンスや授業において説明している。 

自宅や教員の出張先からもＶＰＮ（Virtual Private Network）リモートアクセスを通した統一認証に

より、学内情報システムに接続でき、学生の自宅での講義資料取得やレポート提出、教員の学外からの遠

隔指導が可能となっている。 

このように、学生及び教職員は統一認証によりセキュリティの確保された環境で、学内の教育、研究、

図書館等の情報システムに多くの端末からアクセスでき、これらの情報を利用することができるように

なっている。 

情報処理学習、語学学習のための教育用端末は、情報基盤センターを中心に学内に503台が設置されて

おり、授業に利用されるほか、授業等が行われていない時間帯には学生が自由に利用できるようになって

いる。これらの教育用端末は、授業や学生の自主学習に支障のないよう、情報基盤センターで一括管理し

ている。 

授業の休講、補講、定期試験連絡、学生の呼び出し等の連絡を学生ポータルにより行っているため、学

生の情報ネットワークシステムの利用状況は良好である。このネットワークに関する質問や要望等は情報

基盤センターウェブサイト上の掲示板等で把握し、その回答をポータル中の電子掲示板あるいは情報基盤

センターウェブサイト上で行っている。 

これらのことから、大学において編成された教育課程の遂行に必要なＩＣＴ環境が整備され、有効に活

用されていると判断する。 

 

８－１－③ 施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され、大学の構成員（教職員及び学生）に周知されているか。

附属図書館、情報基盤システム、大学会館、学生寮、課外活動施設、保健センター等の施設・設備につ

いては、設置の目的と運営等の基本となる事項を学内規則で規定するとともに、各施設の利用規程等を定

めている。 

これら施設・設備の利用に当たっての、利用規程、利用案内等は、ウェブサイトのほか、新入生に配付

する『学生生活案内』に掲載するとともに、新入生オリエンテーションにおいて説明を行っている。特に

学生の利用が多い図書館と情報基盤システムについては、上記のほか、利用者向けに冊子で紹介するとと

もに、それぞれ、図書館ツアーの開催、１年次前期の授業「情報技術Ⅰ」でのシステムの利用説明を行っ

ている。 

そのほか、施設・設備を使用しての課外活動や、各学科での実験において予想される事故等の防止や対

応のため、安全教育に関する手引書を作成し、新入生ガイダンス、学科ガイダンス等で説明している。情
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報セキュリティに関してもウェブサイト上に掲載して周知を図っている。 

これらのことから、施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され、大学の構成員に周知されている

と判断する。 

 

８－２－① 図書館が整備され、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に収集、整理され

ており、有効に活用されているか。 

図書館に収集されている資料は、図書約 464 千冊、学術雑誌は電子ジャーナル約 1,300 種を含めて約

5,800種、視聴覚資料等約650点である。 

工科系単科大学であるため、蔵書は理工学系である自然科学、技術・工学、産業の比率が高いが、教養

系である芸術と言語に関する蔵書も備えている。学習用図書や研究用図書は開架書庫に配架し、その中で

利用頻度が比較的低い研究用図書は電動集密書庫に置いている。主として教員が利用する研究用図書は地

下の閉架電動集密書庫に置いている。集密書庫の設置により、収容可能蔵書数は増え、かつ利用者の利用

スペースが増える結果となっている。 

多様化する教育支援に対応するため、研究用図書は各教員が選定し、学生用図書は各学科からと図書館

職員による推薦と、各授業シラバスに記載されている教科書と参考書により選定している。また、産学連

携コーナーを設け、地域産業や産学連携に関する図書、情報を整備している。さらにＡＶコーナー、ＡＶ

ルームを設け、視聴覚資料を置いている。 

さらに本館にはセミナー室、マルチメディア閲覧室、研究ブース、パソコンコーナーがあり、ＬＡＮ端

末を備えて、情報ネットワークに接続できるようになっている。これらの箇所にはＰＣ端末が21台設置さ

れている。セミナー室は外部に音声が漏れないようになっており、学生は、ＬＡＮを通して、教員からの

課題を取り出し、参考資料を電子情報あるいは図書として図書館で集め、持ち寄ってお互いに討論し、レ

ポートをまとめ、ＬＡＮを通して提出するなどの利用ができる。 

学術情報の電子化に対応するため、講読雑誌の電子ジャーナル化を進めている。図書館内のＰＣ端末は

もちろん、各研究室のＰＣ端末をはじめ情報ネットワークに接続されている端末から随時電子ジャーナル

にアクセスできるようになっている。 

図書館開館時間は授業のある通常期間中は８時45分から21時45分（土曜日は16時45分まで）であり、

休業期間中は８時45分から16時45分まで開館している。また、定期試験期間中は日曜日も開館している。 

平成20年度では、入館者数は約248千人、貸出冊数は約35千冊となっている。 

これらのことから、図書館が整備され、教育研究上必要な資料が系統的に収集、整理されており、有効

に活用されていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準８を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 学生及び教職員は統一認証によりセキュリティの確保された情報基盤システムの環境で、学内の教

育、研究、図書館等の情報システムに多くの端末からアクセスでき、これらの情報を利用することが

できる。 
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【評価結果】 

基準９を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

９－１－① 教育の状況について、活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積しているか。 

教育活動の実態を示す、学籍簿及び成績原簿、学位の授与に関するもの、授業計画書（シラバス）、学

部卒業論文、修士論文、博士論文等に関するデータや資料は、教育支援グループ学務チームを主とする事

務組織で収集・蓄積しており、それらは法人文書管理規程の保存期間に則り、適切に保存されている。 

上記以外の教育活動を示す資料等に関しては、平成 17 年度から毎年刊行している『自己点検・評価報

告書』や、国立大学法人評価に関する資料等に記載があるほか、学生の試験答案、レポート等の保管につ

いては、各学科において詳細な教育活動のデータや資料を収集・蓄積・管理する体制を整えている。 

これらのことから、教育の状況について、活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積してい

ると判断する。 

 

９－１－② 大学の構成員（教職員及び学生）の意見の聴取が行われており、教育の質の向上、改善に向けて具体的かつ

継続的に適切な形で活かされているか。 

教育の質の向上、改善のために、教育企画院の「簡潔で、学生・教員双方の意識向上に効果的であり、

また、信頼性の高いデータが得られるようにする」との方針の下、工学教育総合センターに置かれた創造

教育開発オフィスが、学生による評価を実施している。例えば、『平成18年度前期授業評価報告書』にお

いて、「機械工学教育類」に対し、「【内容理解】という観点から、〈理解できている層〉と〈理解できてい

ない層〉の二極化現象が見られるのではないか。何らかの対応策を講じるべき」という提言が行われてい

る。 

「学生による授業評価」は学期の終了後に実施され、創造教育開発オフィスがその結果を整理し、担当

教員に担当分の結果が返却される。担当教員はその結果を見て、評価された点、改善すべき点等のコメン

トを付して戻し、創造教育開発オフィスはこれらの結果を分析して教育成果の検証を行い、『集計結果につ

いて「創造教育開発オフィス」の所見』を取りまとめている。創造教育開発オフィスは、学生による授業

評価結果に加えて、この所見、教員からのコメント記載も含むすべての結果が掲載された『学生による授

業評価報告書』を刊行するとともに、大学公式ウェブサイトで公開している。 

さらに、創造教育開発オフィスでは、平成 17 年度から毎年「公開授業」を実施し、同僚教員によるピ

アレビューを行い、その結果等を『公開授業報告書』としてまとめ学内に公開している。 

また、全学カリキュラム検証部会において現行の学部カリキュラムの検証を実施した際、『学生による

授業評価報告書』の内容を踏まえた検討が行われている。 

これらのことから、大学の構成員の意見の聴取が行われており、教育の質の向上、改善に向けて活かさ

基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

９－１ 教育の状況について点検・評価し、その結果に基づいて改善・向上を図るための体制が整備さ

れ、取組が行われており、機能していること。 

９－２ 教員、教育支援者及び教育補助者に対する研修等、その資質の向上を図るための取組が適切に

行われていること。 
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れていると判断する。 

 

９－１－③ 学外関係者の意見が、教育の質の向上、改善に向けて具体的かつ継続的に適切な形で活かされているか。 

卒業生及び修了生が、大学の教育理念・目標に照らして、能力・知識を身に付けることができているか

について、学外関係者の意見を広く聴取するという目的で、平成19年に卒業生・修了生・企業アンケート

を実施し、教育の成果を評価し、改善に向けての検討に活かしている。本調査は、当該大学の掲げる教育

理念・目標に対して、これまで実施してきた教育との整合性を総合的に判断するために実施され、教育の

成果に対して全般的に高い評価が示されたが、「英語コミュニケーション能力が不十分と感じている」など、

理工系の学生に特徴的な点も明らかになったため、文部科学省現代ＧＰによるＥＧＳＴ教育を平成20年度

以降も継続的に実施し、学生の「英語能力の向上」に努めている。 

また、毎年開催されるＦＤ研究会の講師に、題目に応じて、他大学、企業等から講師を招き、学外関係

者の意見を教育の質の向上、改善に活かすようにしている。さらに、文部科学省現代ＧＰに採択された「発

信型国際技術者育成のための工学英語教育－「知識としての英語」から「道具としての英語」へ－」、「〈啓

き・支え・促し〉連携キャリア教育－工学系学生のための実践的総合キャリア教育－」の事業を通して、

学外関係者との交流が活発となり、取組セミナー講師あるいは外部評価委員という形で聴いた学外関係者

からの具体的な意見は工学教育総合センターを通じて教育改善に活かしている。このような活動によって、

カリキュラム設計の考え方、数学、物理等の理系基礎科目の導入から発展への道筋の構築などの研究成果

を、基礎クラスの集中的な開講や１年次の必修数学における３単位制化など、平成19年度に実施したカリ

キュラム検証及び平成20年度に実施したカリキュラム改正等に活かしている。 

これらのことから、学外関係者の意見が教育の質の向上、改善に向けて具体的かつ継続的に適切な形で

活かされていると判断する。 

 

９－１－④ 個々の教員は、評価結果に基づいて、それぞれの質の向上を図るとともに、授業内容、教材、教授技術等の

継続的改善を行っているか。 

工学教育総合センター創造教育開発オフィスでは、特別教育研究経費「充実した「学びの場」の構築－

教員の教育力の向上及び双方向型教育支援システムの整備」事業により、「学生による授業評価」の結果を

教員ごとに作成し、それを教員の教育力向上のためにフィードバックしているほか、モデル授業という形

で「公開授業」を実施し、同僚教員によるピアレビューを行い、その結果等を『公開授業報告書』として

毎年まとめ、学内に広報している。また、授業評価が比較的に低い教員に対しては、同オフィスが「授業

相談」という形で授業改善に向けて、授業内容、教材、教授技術等の改善の方策を探る支援をしている。 

以上のように、創造教育開発オフィスが主体となって、個々の教員が、評価結果に基づいて、それぞれ

の質の向上を図るとともに、授業内容、教材、教授技術等の継続的改善に努めるためのシステムは確立し

つつある。 

これらのことから、個々の教員は、評価結果に基づいて、それぞれの質の向上を図るとともに、授業内

容、教材、教授技術等の継続的改善を行っていると判断する。 

 

９－２－① ファカルティ・ディベロップメントが、適切な方法で実施され、組織として教育の質の向上や授業の改善に

結び付いているか。 

ファカルティ・ディベロップメントは、教育企画院と連携を保ちつつ、工学教育総合センターの中に設
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置された創造教育開発オフィスの事業の一つとして実施されている。 

毎年、ＦＤ研究会を実施しているほか、新任教員研修の際に、当該大学の教育理念、システムはもとよ

り授業改善に向けて、授業運営、シラバス作成などについても説明している。さらに、シラバス内容改善

に関する冊子『科目デザイン設計』を刊行し、それに関する説明会を開催している。また、毎年の「公開

授業」の実施と同僚教員によるピアレビュー結果等を取りまとめた『公開授業報告書』の刊行、教員に対

する「授業相談」などがファカルティ・ディベロップメントとして組織的に実施され、教育の質の向上や

授業の改善に資している。 

これらのことから、ファカルティ・ディベロップメントが、適切な方法で実施され、組織として教育の

質の向上や授業の改善に結び付いていると判断する。 

 

９－２－② 教育支援者や教育補助者に対し、教育活動の質の向上を図るための研修等、その資質の向上を図るための取

組が適切に行われているか。 

教育支援者である技術職員に対しては、毎年度開催される「技術研究発表会」での成果発表や、学外で

開催される各種の研修会・研究会へ参加させることにより、学生実験・実習を支援する際に必要となる技

術力の向上等を図っている。 

ＴＡをはじめとする教育補助者に対しては、授業担当者が個々に研修を実施している。とりわけ共通教

育として開講されている数学演習、物理実験、化学実験、情報技術等の科目においては担当者ごとに工夫

をして研修を実施している。 

これらのことから、教育支援者や教育補助者に対し、教育活動の質の向上を図るための研修等、その資

質の向上を図るための取組が行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準９を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ シラバス内容改善に関する冊子『科目デザイン設計』を刊行し、それに関する説明会を開催してい

る。 

 



名古屋工業大学 

 

2-(13)-41 

 

【評価結果】 

基準10を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

10－１－① 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しているか。また、債務が過大ではないか。

平成20年度末現在、当該大学の設置者である国立大学法人の資産は、固定資産36,019,997千円、流動

資産4,118,493千円であり、資産合計40,138,491千円である。当該大学の教育研究活動を安定して遂行す

るために必要な校地、校舎、設備、図書等の資産を有している。 

負債については、固定負債5,962,463千円、流動負債3,791,760千円であり、負債合計9,754,223千円

である。これらの負債は、そのほとんどが国立大学法人会計基準固有の会計処理により負債の部に計上さ

れているものであり、実質的に返済を要しないものとなっている。 

これらのことから、教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しており、債務が過大ではないと判断

する。 

 

10－１－② 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための、経常的収入が継続的に確保されているか。 

当該大学の経常的収入としては、国から措置される運営費交付金、学生納付金、外部資金等で構成して

いる。 

平成16年度からの５年間における状況から、学生納付金収入は安定して確保している。 

また、産学連携等研究収入や寄附金収入等の外部資金についても安定した確保に努めている。 

これらのことから、教育研究活動を安定して遂行するための、経常的収入が継続的に確保されていると

判断する。 

 

10－２－① 大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として、適切な収支に係る計画等が策定され、関係者に明

示されているか。 

当該大学の収支計画等については、平成 16～21 年度までの６年間に係る予算、収支計画及び資金計画

が中期計画の一部として、また、各年度に係る予算、収支計画及び資金計画が年度計画の一部として、国

立大学法人法に従い策定され、教育研究評議会、経営協議会及び役員会の議を経て、学長が決定している。 

また、これらの収支計画等は、当該大学のウェブサイトで公表している。 

さらに、これらの収支計画等を踏まえて、各年度の予算編成方針（補正を含む。）を策定し、教育研究

評議会での報告等を通じて教職員に明示している。 

これらのことから、適切な収支に係る計画等が策定され、関係者に明示されていると判断する。 

 

基準10 財務 

10－１ 大学の目的を達成するために、教育研究活動を将来にわたって適切かつ安定して遂行できるだ

けの財務基盤を有していること。 

10－２ 大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として、適切な収支に係る計画等が策定さ

れ、履行されていること。 

10－３ 大学の財務に係る監査等が適正に実施されていること。 
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10－２－② 収支の状況において、過大な支出超過となっていないか。 

平成20年度末現在、当該大学の収支状況は、損益計算書における経常費用10,869,081千円、経常収益

10,926,551 千円、経常利益57,469 千円、当期総利益183,270 千円であり、貸借対照表における利益剰余

金974,820千円となっている。 

なお、短期借入金はない。 

これらのことから、収支の状況において、支出超過となっていないと判断する。 

 

10－２－③ 大学の目的を達成するため、教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む。）に対し、適切な資源配分がな

されているか。 

当該大学の予算配分に当たっては、予算編成方針に基づき予算配分案を策定し、経営協議会及び役員会

の議を経て学長が決定している。教育研究経費は、教育経費、研究経費、教育研究支援経費に区分される

ほか、高度活性化経費として、特色ある教育研究へ積極的に取り組むための学長裁量経費、概算要求によ

り認められた教育研究プロジェクト経費及びその支援経費を措置している。 

施設・設備については、施設・設備の整備に関する各マスタープランを策定し、計画的に整備・充実に

努めている。 

これらのことから、教育研究活動に対し、適切な資源配分がなされていると判断する。 

 

10－３－① 大学を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

国立大学法人法等関係法令に基づき、財務諸表並びに事業報告書、決算報告書並びに監事及び会計監査

人の意見を記載した書面を、事務所に備えて置き、一般の閲覧に供している。 

また、財務諸表について文部科学大臣の承認を受けた後、官報に公告し、財務諸表等を当該大学のウェ

ブサイトで公表している。 

これらのことから、財務諸表等が適切な形で公表されていると判断する。 

 

10－３－② 財務に対して、会計監査等が適正に行われているか。 

財務に関する会計監査については、監事の監査、会計監査人の監査及び内部監査を行っている。 

監事の監査については、監事監査規程に基づき、各事業年度の学内財務状況の監査を実施するとともに、

会計監査人からの報告及び説明に基づき、財務諸表、事業報告書及び決算報告書について監査を実施して

いる。 

会計監査人の監査については、文部科学大臣が選任した会計監査人により実施している。 

内部監査については、学長直属の独立性を有する監査室が設置され、実施計画を策定した上で監査を実

施し、監査結果を報告書にまとめている。 

また、会計監査人による監査においては、監事、監査室が立会い、課題等の把握に努めるとともに、監

査の終了時にはその結果の説明を受けるなど、連携を図っている。 

これらのことから、財務に対して、会計監査等が適正に行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準10を満たしている。」と判断する。 
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【評価結果】 

基準11を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

11－１－① 管理運営のための組織及び事務組織が、大学の目的の達成に向けて支援するという任務を果たす上で、適切

な規模と機能を持っているか。また、危機管理等に係る体制が整備されているか。 

国立大学法人法に基づく管理運営組織として、役員会、経営協議会、教育研究評議会及び学長選考会議

を設置している。役員会は学長と理事３人、経営協議会は学長、理事と副学長各３人、学外委員13人、教

育研究評議会は学長、理事と副学長各３人及び教育に関連する組織の長34人でそれぞれ構成されており、

大学運営に関する重要事項を審議している。また、学長の諮問機関として、大学運営に関して必要な企画

及び立案並びに学内の意見調整を行う組織として、学長、理事、副学長及び附属図書館長で構成される運

営会議を設置している。 

事務組織は、134 人の事務職員からなり、大学の教育研究活動等の円滑な実施のための支援を行ってい

る。平成 21 年５月からは、仕事の性格や内容に柔軟に対応できるように、３グループ・14 チームからな

るグループ・チーム制に再編されている。 

これらの組織はいずれも適切な規模と機能を持っていると考えられる。当該大学の工科大学構想の下で

進められている体制に対応するための、教員組織としての領域及び教育類等の組織、並びに各企画院の設

置等に特色があるが、それぞれの組織がその理念に構成員のより深い理解を得て、一層円滑に機能するこ

とを期待している。 

危機管理については、危機全般に対する学内の責任体制、連絡体制等を危機管理規則に定めるとともに、

学内活動により個別の発生が予想されるエックス線障害、放射線障害、動物実験に由来する感染症、化学

物質の取扱いによる健康障害等については各種規程等を制定し、事故防止措置、責任体制、緊急時の対応

等について定めている。 

危機管理のための組織としては、安全防災部門及びリーガルリスク部門の２部門からなるリスクマネジ

メントセンターを設置し、平時から危機発生の防止対策を講じ、危機発生時にはその対応に当たっている。 

また、公的研究費の不正使用に関する対応として、監査室において、「公的研究費の管理・監査の適正

化推進マニュアル」を制定し、責任体系、管理方針、相談・通報体制等の整備を行っている。 

以上のように危機管理に関して、規則等、及び、これを担当する組織が整備されている。 

これらのことから、管理運営のための組織及び事務組織が適切な規模と機能を持っており、また、危機

管理等に係る体制が整備されていると判断する。 

 

基準11 管理運営 

11－１ 大学の目的を達成するために必要な管理運営体制及び事務組織が整備され、機能しているこ

と。 

11－２ 管理運営に関する方針が明確に定められ、それらに基づく規程が整備され、各構成員の責務と

権限が明確に示されていること。 

11－３ 大学の目的を達成するために、大学の活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が行われ、

その結果が公表されていること。 
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11－１－② 大学の目的を達成するために、学長のリーダーシップの下で、効果的な意思決定が行える組織形態となって

いるか。 

学長の諮問機関である運営会議は原則として月２回開催され、中期目標を達成し、教育研究理念である

工科大学構想を実現するための大学運営の方針の企画立案を行っている。運営会議では、構成員の理事及

び副学長に、学長の指示の下、教育、研究、産学連携等の大学運営の重要業務ごとに担当が定められてお

り、全学の状況等を常に把握して企画立案がなされている。 

ここで立案された方針を基に、人事企画院、教育企画院並びに研究企画院ではそれぞれが担当する事項

の企画立案と審議が行われている。人事企画院、教育企画院、研究企画院等は、学内規則上大学に設置し

ており、大学の機関との位置付けとしている。企画院で企画された事項のうち、法人としての審議が必要

な事項については、教育研究評議会又は経営協議会で審議し、役員会を経て学長が決定している。また、

各種委員会等においても個別具体的事項の企画立案や審議が行われ、学内調整を図りながら運営会議の方

針が反映された学内意思の形成が実現されている。 

さらに、大学運営に関する重要事項については、法人の経営に関する事項については経営協議会、教育

研究に関する事項については教育研究評議会に諮り、役員会の審議を経て、学長が 終的な意思決定を行

う体制となっている。 

これらのことから、学長のリーダーシップの下で、効果的な意思決定が行える組織形態となっていると

判断する。 

 

11－１－③ 大学の構成員（教職員及び学生）、その他学外関係者のニーズを把握し、適切な形で管理運営に反映されてい

るか。 

教職員のニーズについては、理事、副学長及び附属図書館長が各担当業務に応じて把握した学内の意見

を運営会議に反映するとともに、各企画院や委員会等における議論において図られる意見の集約を通して

管理運営に反映される形となっている。 

学生については、各学科にクラス担当委員を置き、学生生活上の様々な課題について相談に応じ、日常

的に学生からのニーズを把握できる体制を整備している。また、学生の生活実態や学科・カリキュラムの

満足度等を把握するための学生生活実態調査の実施や、学生と学長・関係教職員が直接意見交換を行う場

として「キャンパスミーティング」を開催し、学生のニーズを管理運営に反映できる体制を整備している。 

学外関係者については、経営協議会に産業界や報道機関などの分野から 13 人の学外関係者を委員とし

て迎えることで、議題の審議等を通じて学外の意見を反映させている。そのほか、高等学校の教諭を対象

として入試状況・進路状況に関する情報提供と意見交換を実施する高等学校教諭との懇談会の実施、学部

卒業生・大学院修了生との大学教育等に関する意見交換会の実施、同窓会組織である名古屋工業会との意

見交換などを通じて、学外関係者のニーズを把握し、管理運営に反映させている。 

これらのことから、大学の構成員、その他学外関係者のニーズを把握し、適切な形で管理運営に反映さ

れていると判断する。 

 

11－１－④ 監事が置かれている場合には、監事が適切な役割を果たしているか。 

国立大学法人法の規定に基づき、学外から２人の監事が置かれており、その責務等については、当該大

学の監事監査規程に規定されている。 
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監事は、当該規程に基づき、事前に監査計画を作成の上、役員会その他重要な会議への出席、役員及び

職員からの報告の検証、大学の業務及び財政の状況調査等を行うとともに、財務諸表、事業報告書及び決

算報告書に関する会計監査人からの報告及び説明を踏まえ、毎事業年度の業務についての監査報告を行っ

ている。また、監事の助言に基づき、監査組織の独立性を担保するとともに実効性のある監査を実施する

ため、専任職員を配置した例に見られるように、監事は、関係部局等から円滑な業務遂行のための助言を

求められた場合には、状況に応じた適切な助言を行っている。 

これらのことから、監事が適切な役割を果たしていると判断する。 

 

11－１－⑤ 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、研修等、管理運営に関わる職

員の資質の向上のための取組が組織的に行われているか。 

役員は、国立大学協会の国立大学法人トップセミナーや文部科学省などが主催する産学官連携サミット

に参加するなど、各種のセミナー等に参加し、管理運営能力の向上に努めている。 

事務職員には、職員研修規程に基づき、大学が独自に企画する新規採用職員研修、事務情報化研修、リ

スクマネジメント研修等に参加させるとともに、学外機関が主催する研修会にも参加させるなどの取組を

行っている。また、海外研修のほか、語学講座、簿記講座、労働通信教育講座等の受講、日本学術振興会

国際学術交流研修への研修生派遣、放送大学大学院修士科目生としての科目履修などを通じて職員の資質

向上を図っている。 

これらのことから、管理運営に関わる職員の資質の向上のための取組が組織的に行われていると判断す

る。 

 

11－２－① 管理運営に関する方針が明確に定められ、その方針に基づき、学内の諸規程が整備されるとともに、管理運

営に関わる委員や役員の選考、採用に関する規程や方針、及び各構成員の責務と権限が文書として明確に示さ

れているか。 

平成16年度からの６年間の中期目標において、効率的な組織運営に関する基本方針の中で「学長がリー

ダーシップを発揮しつつ、全学的視点に立った機動的な大学運営をボトムアップに充分な配慮をしつつ遂

行できる運営体制を整備する。」と定めている。この基本方針に基づき、学内運営を実行するために必要と

なる各種規程等を制定し、規則集として体系的に整備している。 

管理運営に関わる役職者である学長、理事、副学長及び附属図書館長や各委員会委員の選考、責務、権

限等については、学長選考会議規則、理事規則、副学長規則など、それぞれについて明確に定められ、規

則集に収められている。 

これらのことから、管理運営に関する方針が明確に定められ、その方針に基づき、学内の諸規程が整備

されるとともに、管理運営に関わる委員や役員の選考、採用に関する規程や方針、及び各構成員の責務と

権限が文書として明確に示されていると判断する。 

 

11－２－② 大学の活動状況に関するデータや情報が適切に収集、蓄積されているとともに、教職員が必要に応じて活用

できる状況にあるか。 

大学の活動状況に関するデータや情報は、法人文書管理規程に定められた文書の類型、保存期間に従い

事務局の各課等において収集、蓄積されており、教職員が必要な情報については担当部署から提供を受け

活用できる体制が整えられている。 
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学生数、入試状況、学生の進路状況、科学研究費補助金採択状況、共同研究・受託研究実施件数等の大

学の基本データについては、大学概要及び『データで見る名古屋工業大学』を毎年度発行して教職員の利

用に供している。 

各事業年度に係る業務実績・財務状況、並びに、教育、研究、国際交流及び社会貢献の各活動状況は、

「各事業年度に係る業務実績報告書」、「財務諸表」、「中期目標の達成状況報告書」として大学公式ウェブ

サイトに掲載されている。それぞれの報告書等には活動状況を表す根拠データや情報が記載されており、

教職員は大学公式ウェブサイトを通して必要なデータや情報を活用することができる。 

これらのことから、大学の活動状況に関するデータや情報が適切に収集、蓄積されているとともに、教

職員が必要に応じて活用できる状況にあると判断する。 

 

11－３－① 大学の活動の総合的な状況について、根拠となる資料やデータ等に基づいて、自己点検・評価が行われてお

り、その結果が大学内及び社会に対して広く公開されているか。 

中期計画に基づく年度計画に照らして、教育、研究、社会連携、国際交流、業務運営、財務内容等の各

活動状況について「業務実績報告書」を毎年度作成することにより自己点検・評価を行っている。平成20

年度には、平成16～19年度までの第一期中期目標期間中の教育、研究、社会連携等の目標達成状況につい

て自己点検・評価を行い、「中期目標の達成状況報告書」を取りまとめている。 

また、理事、副学長各２人と各組織の責任者等から構成される、評価に関する事項を所掌する全学評価

室を置いている。ここで学科、専攻の教育活動及び各教員の教育活動、入学者選抜、学生支援に係わる活

動、附属図書館、センター、事務局等の活動について自己点検・評価項目を設定して、アンケート等の根

拠となる資料やデータに基づき自己点検・評価を実施している。この評価結果は「自己点検・評価報告書」

として取りまとめられている。平成21年度には大学評価・学位授与機構による大学機関別認証評価を受審

することとし、それに向けた自己点検・評価を行っている。 

各報告書は、大学公式ウェブサイトに掲載され、学内構成員のみならず広く社会に対して公開している。 

これらのことから、大学の活動の総合的な状況について、根拠となる資料やデータ等に基づいて、自己

点検・評価が行われており、その結果が大学内及び社会に対して広く公開されていると判断する。 

 

11－３－② 自己点検・評価の結果について、外部者（当該大学の教職員以外の者）による検証が実施されているか。 

自己点検・評価のうち、中期目標・中期計画及び年度計画の達成状況・実施状況についての点検・評価

結果については、国立大学法人評価委員会又は大学評価・学位授与機構に報告書を提出し、外部者による

検証を受けている。この検証結果は、自己点検・評価結果とともに大学公式ウェブサイトで公表している。 

また、国立大学法人評価委員会等への報告に先立ち、経営協議会に自己点検・評価の結果を諮り、学外

委員による検証が実施されているほか、経営協議会の学外委員から、大学運営に関する助言を受け、広報

関係の充実などの改善が行われ、また、科学研究費補助金の採択率の向上などの成果が得られている。 

さらに、平成21年度には大学評価・学位授与機構による大学機関別認証評価を受審している。 

これらのことから、自己点検・評価の結果について、外部者による検証が実施されていると判断する。 

 

11－３－③ 評価結果がフィードバックされ、管理運営の改善のための取組が行われているか。 

年度計画の実施状況についての自己点検・評価結果については、年度計画策定を担当する委員会、事務

担当課等にフィードバックされ、中期計画の遂行及び中期目標の達成に向けて検討が行われ、次期年度計
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画の策定に反映し管理運営の改善につなげている。このような改善の重要な例としては、第二部入学定員

縮小及び大学院再編整備が挙げられる。 

これらのことから、評価結果がフィードバックされ、管理運営の改善のための取組が行われていると判

断する。 

 

11－３－④ 大学における教育研究活動の状況や、その活動の成果に関する情報をわかりやすく社会に発信しているか。

教育研究活動の状況及び成果に関する情報を広く社会に発信するための手段として、大学概要や各種報

告書等の刊行物に加えて、大学公式ウェブサイトを通じた情報発信を行っている。大学公式ウェブサイト

には、上記の大学概要、各種報告書等の刊行物の内容はもとより、文部科学省の現代ＧＰ等に採択された

各種教育プロジェクト、学生による授業評価結果、当該大学が実施する公開講座情報、研究者情報などが

掲載されている。また、大学公式ウェブサイトからは学科、専攻、センター等のウェブサイトへのリンク

が張られ、各学科の教育内容やセンターの活動状況等の情報を容易に知ることができる。 

大学公式ウェブサイトは、利用者が見やすく利用しやすいように随時見直しを行っており、平成 20 年

度にはデザインの一新と掲載情報の整理を行うなど、利用者にわかりやすく情報を発信できるように努め

ている。 

また、研究成果・研究シーズを社会に広く公開するためのテクノフェアを、連携・協力協定を締結した

近隣の他大学と共催で、自治体や多くの企業等の後援を得て、毎年度開催している。このフェアでは、ラ

イフサイエンス、物質・化学などの分野ごとにブースを設け、研究成果展示やシーズ発表会を実施すると

ともに、各研究成果・シーズを取りまとめたシーズ集を発行している。 

これらのことから、大学における教育研究活動の状況や、その活動の成果に関する情報をわかりやすく

社会に発信していると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準11を満たしている。」と判断する。 

 

【更なる向上が期待される点】 

○ 当該大学の工科大学構想の下で進められている体制に対応するための、教員組織としての領域及び

教育類等の組織、並びに各企画院の設置等に特色があるが、それぞれの組織がその理念に構成員のよ

り深い理解を得て、一層円滑に機能することを期待している。 
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ⅰ 現況及び特徴（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

１ 現況 

（１）大学名  名古屋工業大学 

（２）所在地  愛知県名古屋市昭和区御器所町 

（３）学部等の構成 

   学部：工学部 

   研究科：工学研究科 

関連施設：ものづくりテクノセンター，セラミッ

クス基盤工学研究センター，極微デバ

イス機能システム研究センター，国際

自動車工学教育研究センター，産学官

連携センター，工学教育総合センター，

国際交流センター，情報基盤センター，

大型設備基盤センター，リスクマネジ

メントセンター，保健センター 

（４）学生数及び教員数（平成21年５月１日現在） 

 学生数：工学部第一部4,006人 

工学部第二部557人 

工学研究科1,620人 

専任教員数：354人 

助手数：０人 

２ 特徴 

 本学は，明治 38 年に名古屋高等工業学校として創立後，

昭和 24 年に愛知県立高等工業学校との合併により新制

の名古屋工業大学として発足し，平成 17 年に創立 100

周年を迎えた。工学部第一部は，平成 16 年度からは７

学科 18 プログラムの教育体系に編成し，基盤的な工学

を幅広くカバーするとともに，伝統的なものづくりの世

界からITソフトウエアやデザインを含む21世紀型もの

づくりへと教育領域を拡大した。一方，工学部第二部は

昭和 34 年に４学科体制で設置され，入学定員 140 名と

いう極めて多くの勤労学生の工学夜間教育を国立大学と

しては最後まで担ってきたが，近年勤労学生が著しく減

少する等の社会情勢を鑑み，平成 20 年に入学定員を 20

名へと大幅な縮小を行ない，少数精鋭教育への転換を図

っている。 

大学院工学研究科は，昭和39年の修士課程設置及び昭

和60年の博士課程設置（大学院前・後期課程に再編）以

降，前・後期課程を通じて主たる教育目標である高度技

術者育成に努めている。平成20年には，医学・薬学など

異分野との融合領域，横断的工学領域の開拓，特長のあ

る教育分野の強化のために，専攻を４つの基盤専攻と３

つの独立専攻に再編し，同時に学内外からの大学院への

極めて強い進学希望の実態に合わせて，博士前期課程の

入学定員を399名から586名へと大幅に増員した。 

 

【教育の特徴】 

 本学の学部教育は１年次から４年次までの一貫教育を

実施している。まず１年次に「ひと」としての基礎力を

育成するリベラルアーツ科目や工学技術者としての基礎

力を育成する理系基礎科目等を置き，２年次以降では各

学科専門科目を基本科目から準基本科目さらには応用科

目へと体系的に積み重ねる形でカリキュラムを編成して

いる。また 21 世紀型工学技術者に必要な倫理感覚や経

営感覚を身に付けさせることを目的として「ものづくり・

経営基礎科目」群を正課教育の中に取り入れている。４年

次ではそれまでの教育の集大成として，自ら問題を設定

した上で，データや情報を収集し，それらを分析，考察

してまとめ上げる卒業研究を全員に課している。英語教

育についても，本学では１年次から４年次まで「工学英

語教育」という観点で一貫的な教育を実施している。 

 大学院教育は専門性の深化と同時に問題発見能力とそ

の解決能力の育成を目標としている。博士前期課程では，

自ら組み立てた学習計画に従って専門分野を学ぶととも

に，１年次に発表力や考える力を涵養する共通科目を取

得対象科目としている。これに加え，修士論文につなが

る実験や実習を開始することで，深い専門性を有すると

同時に問題発見能力と解決能力を持つ技術者を育成して

いる。大学院博士後期課程ではより深化した技術的問題

の解決を目指す技術者や研究者を養成している。また高

い社会ニーズを背景に，理系出身の技術者に対してものづくり

技術と経営能力を同時に身につけさせることを目的に，平成

15 年度から技術経営を専門とする国立大学初の「産業戦略工

学専攻」を大学院前期課程に独立専攻として設置している。 

さらに本学ではきめ細かな学生支援体制を構築するため

に，他の国立大学に先駆け，IC カード出欠システム，コー

スマネジメントシステム，学生ポータルの整備など，e-

Educationによる「学びの場」の充実を図っている。 
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ⅱ 目的（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

本学の目的及び使命を学則で次のように規定している。 

「名古屋工業大学は，学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 83 条第１項にのっとり，広く工学に関する学術

の教授並びに研究を行い，世界の平和と人類の幸福とに貢献し得る人間の育成に努めることを目的とし，併せて

我が国の産業と文化の発展に寄与することを使命とする。」（学則第 1 条）また，大学院については，「本学大

学院は，名古屋工業大学の目的使命にのっとり，学術の理論及び応用を教授研究し，その深奥をきわめて，文化

の進展に寄与することを目的とする。」（大学院規則第２条）と規定している。 

 この目的に基づき各学科・専攻毎の教育目標を定めている（基準１に記載）。 

 

 国立大学法人法に基づく平成 16 年度から平成 22 年度までの中期目標には，次のとおり前文と教育研究等の質

の向上に関する目標を定めている。 

 

○中期目標 

（前文）大学の基本的な目標 

 本学の基本構想は「工科大学構想」である。「工科大学構想」は，本学が，世界のものづくりの中心地である

中京地区の工学リーダーとして，技術イノベーションと産業振興を牽引するにふさわしい高度で充実した教育研

究体制を整備し，国内の工科系大学のみならず，世界の工科系大学と連携することにより，工科大学の世界拠点

として，異分野との融合による新たな科学技術を創成し，有為の人材を数多く世に送り出そうとする構想である。 

 この基本構想を実現するための教育研究理念が，「ひとづくり」，「ものづくり」，「未来づくり」である。 

① 「ひとづくり」が目指すところは，市民としての的確な倫理感覚に裏打ちされた人間性豊かな技術者の養

成である。 

② 「ものづくり」が目指すところは，21 世紀の工学を先導し，ものづくり技術を地域社会に還元するとと

もに，地域におけるものづくりの知的源泉となることである。 

③ 「未来づくり」が目指すところは，人類の繁栄と地球環境の保全など，21 世紀の中心課題を解決するた

めの新しい工学を創成し，人類の幸福と国際社会の福祉に貢献することである。 

 

 こうした基本構想及び教育研究理念を踏まえ，学長のリーダーシップの下に，特に以下の９つの事項について

重点的に取り組む。 

① 人類の幸福と国際社会に貢献できる人材を育成する。 

② 先見性のある，哲学を持った個性豊かな人材を育成する。 

③ だれもが，いつでも，どこでも学べる場としての大学の機能を高める。 

④ 市民・産業界の知的交流を目指し，新しい知と文化の発信拠点となる。 

⑤ 世界の工業技術の中枢拠点としての一層の向上を図る。 

⑥ 時代を先導した工学と技術の推進役を果たす。 

⑦ 真理の探求及び「工学技術文化」の継承と発展を通しての社会貢献を行う。 

⑧ 多岐にわたる工学及び新技術を融合した新しい工学を創成する。 

⑨ 人類の発展と幸福を先導する技術哲学を構築する。 

 

 本学は，「個性輝く大学」を目指して，「工科大学構想」を実現するため，平成 13 年度から大学改革を推進

し，国立大学法人化を先取りした教育研究及び運営体制づくりを実施してきており，今後は，これらの新しい組
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織を活性化させ，未来を切り拓いていくことを目指す。 

本学の創立 100 周年記念事業として，世界各国の知的リーダーを招いて「工科大学・次の 100 年・世界会議

（仮称）」を開催し，産業界や専門家のみの所有物ではなく市民の共有財産として深い広がりを持つ工学につい

て，その知の創造の場である大学の役割を提言する。 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 

１ 教育に関する目標 

（１）教育の成果に関する目標 

工学を基軸とし，人類の幸福や国際社会の福祉に貢献できる人材を育成する。 

〔学士課程〕 

以下の知識，能力を身に付ける。 

    ① 基幹となる専門分野の基礎基本知識，能力。 

    ② 自らが学ぶ専門分野以外の幅広い知識，能力。 

    ③ ものづくりを実践できる能力。 

    ④ 自ら目標を設定できる能力。 

〔大学院課程〕 

以下の能力を身に付ける。 

    ① 問題発見能力とその解決能力。 

    ② 基幹となる専門分野の先端技術能力。 

    ③ 新しい分野を創造できる能力。 

    ④ ものづくり技術と経営能力。 

 

（２）教育内容等に関する目標 

〔学士課程〕 

① 進取の気風に冨み，創造することに強い意欲を持つ学生を入学させる。 

② 「ものづくり」への強い興味を有する学生を入学させる。 

〔大学院課程〕 

① 21 世紀の工学を先導する意欲があり，自ら新しい分野を開拓しようとする，積極的でかつ柔軟な思考を

有する学生を入学させる。 

〔学士課程〕 

① 幅広い知識，基幹となる専門分野の基礎基本知識を身に付けることができる教育課程を編成する。 

② ものづくりを実践できる能力，自ら目標を設定できる教育課程を編成する。 

③ 各授業科目に相応しい授業形態による教育を実施する。 

④ 適正な成績評価を行う。 

〔大学院課程〕 

① 基幹となる専門分野の先端技術能力，新しい分野を創造できる能力を身に付けることができる教育課程を

編成する。 

② ものづくり技術と経営能力を身に付けることができる教育課程を編成する。 

③ 問題発見能力とその解決能力を身に付けることができる教育課程の編成，学生個人に応じたきめ細かい研

究指導を実施する。 
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④ 各授業科目に相応しい授業形態による教育を実施する。 

⑤ 適正な成績評価を行う。 

（３）教育の実施体制等に関する目標 

① 「工科大学構想」の実現を図るために必要な教育課程実施に向けて，教育類への適正な教員配置を行うと

ともに，技術職員・ＴＡ等の教育支援者を有効に配置し活用する。 

② 学内の教育関連施設の有効活用を推進するとともに，設備の充実を図る。 

③ 授業内容及び方法の改善を図るための組織的な取り組みを推進するとともに，教育活動を評価し，質の向

上に結びつけるシステムを構築する。 

 

（４）学生への支援に関する目標 

① 教員と事務職員の協力による学生の修学指導体制の充実を図り，学生の学習面と生活面を総合的に支援す

る。 

② 学生への経済的支援の充実を図る。 

③ 就職指導体制の整備を図る。 

 

２ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

① 世界の「ものづくり」の中心地である中京地区の工学のリーダーとして，工学と産業技術の先導役にふさ

わしい世界最高水準の研究を推進し，工学の知的中核としての役割を果たす。 

② 工学技術の研究を通じて，新技術の開発や新しい工学技術文化の創造などの社会貢献を果たす 

③ 先進的研究拠点の実現，大学と都市機能が一体となった頭脳拠点への展開，産学官連携のベンチャー創出

を目指す。 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

○研究者等の配置に関する基本方針 

① 「工科大学構想」に基づき，一人一人が自律した研究者として研究を遂行し，かつ学際的プロジェクトを

組織しやすくすることを目指すために，これまでの講座制にとらわれない研究者配置を実施する。 

② 技術職員は，技術全般を見渡せる研究支援者として，全学的視点から配置する。 

 

○研究環境の整備に関する基本方針 

① 学際的な研究プロジェクトを推進し，研究資金を適正にかつ重点的に配分する。 

② 研究の場を確保するため，施設の有効活用を推進する。 

③ 大型研究設備の計画的整備を図るとともに，設備を有効的・効率的に運用する。 

 

○研究の質の向上システム等に関する基本方針 

① 適切な研究活動に関する評価を実施する組織を整備し，多様な評価軸の設定や学際性を涵養するシステム

を適切に機能させる。 

 

３ その他の目標 

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標 

 ○教育研究における社会との連携・協力，国際交流等に関する基本方針 
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① 地域社会に開かれた大学を目指す。 

② 地域社会・産業界との連携・協力のための組織を整備する。 

③ 地域の需要に応じ，公開講座やセミナーの開催などの社会貢献を推進する。 

④ 企業や自治体の求めに応じ，高度研修や技術指導を行う体制を構築する。 

⑤ 「工科大学構想」に基づいて，産学官連携を進めるとともに，研究成果を産業界など社会に積極的に還元

する。 

⑥ 学術交流協定校をより一層増やすとともに，外国人研究者，留学生等の受け入れ体制の整備充実を図り，

国際交流を積極的に推進する。 

⑦ 世界研究拠点に相応しい国際共同研究・国際研究集会を積極的に実施するなど，国際的な連携協力を推進

する。 
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ⅲ 自己評価の概要（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

基準１ 大学の目的 

本学は開学以来 100 余年にわたり工科系単科大学として，社会からの要請に応えて技術系の多くの人材を輩

出することでその使命を果たしてきた。平成 16 年の国立大学法人化において，21 世紀の「ものづくり」社会

を先導できる新しいタイプの技術系人材の養成，新しい工学を創成する研究，そして研究成果の還元による地

域・社会貢献という工科系大学の在り方を教育研究理念として定めた。これらを実現するために定められた大

学・大学院の目標は学校教育法，大学設置基準及び大学院設置基準に規定される大学・大学院一般に求められ

る目的に外れるものではない。 

本学の教育研究理念を表現する「ひとづくり」，「ものづくり」，「未来づくり」の標語とともに,本学の教育目

標は，学内に向けては新任教職員研修，学生生活案内等，学外に向けては大学公式ホームページ，大学概要等

の配布及び大学説明会・オープンキャンパス，出張授業等の広報活動により広く学内外へ周知を図っている。 

 

基準２ 教育研究組織（実施体制） 

本学の学部の学科及びプログラムの構成，大学院の専攻の構成は，工学のほとんどの分野を網羅しており，

現代社会において求められるニ－ズを十分にふまえたものとなっており，学部にあっては本学学則第１条に定

める目的を，大学院にあっては本学大学院規則第２条，第５条及び第６条に定める目的を果たす上で適切なも

のと判断する。 

教養教育については，共通教育実施本部が設置されることによって，全学で責任をもって取り組んでいく体

制が整備されており，教養教育を実施していく上での体制は適切に整備されていると判断する。 

センタ－は，本学に 11 組織存在し，それらは，主たる目的・役割から教育，研究，学生支援，社会貢献等に

分けられるが，工科系の単科大学としての教育研究の目的を達成するうえで，適切な数，規模及び構成となっ

ている。 

また，教育活動について審議する組織として，教授会，代議員会及び教育研究評議会が設置されているが，

いずれも十分な審議を重ね，教育活動のさらなる充実を目指している。そして，教育企画院，教務学生委員会

が設置されているが，おおむね月 1 回開催して，学部及び大学院の教育課程や教育方法等に関するあらゆる事

項について審議しており，十分にその任務を果していると判断する。 

 

基準３ 教員及び教育支援者 

教員組織に関する基本方針を定めており，教員組織と教育組織を分離することにより，専門分野を横断した

柔軟な教育組織を編成することができるとともに，学部，大学院においては教育類と専攻において責任ある教

育を実施できる体制となっており，教員組織は適切である。 

学士課程の教育課程を遂行するために必要な教員が十分確保されており，主要な科目は専任の教授又

は准教授が担当している。大学院課程において必要な研究指導教員が十分確保されている。 

教員採用は公募制を採用し，他大学，行政機関，民間企業等の経験者を幅広く採用して教員構成の多様化を

図り，年齢構成のバランスにも配慮するとともに，女性教員及び外国人教員の採用にも努めている。また，助

教とセンター教員への任期制の導入や，サバティカル制度・教員の海外派遣事業の実施など，教員組織の活動

を活性化するための措置を講じている。 

本学教員の採用及び昇任の基準は「教員選考基準」に適切に定められており，学部及び大学院の教員選考に

当たっては，研究上の業績，教育上の業績その他を勘案して，教育研究の目的に合致した教員の選考を行って

いる。大学院の研究指導においては，研究業績を重視し，研究指導能力を十分に審査している。 
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学生による授業評価アンケート及び教員による自己点検評価を実施し，これにより教育活動の定期的な評価

が行われ，授業改善が促進されている。教員評価によって，教育活動の適切な評価が行われ，その結果が教育

活動の改善に利用されている。 

研究活動が教育内容に関連し活発に行われている。 

教育課程を遂行するに必要な教育支援者（事務職員，技術職員）を適切に配置しており，またティーチング・

アシスタントを積極的に活用し，教育補助の充実を図っている。 

 

基準４ 学生の受入 

アドミッション・ポリシーは，学部，大学院ともに，それぞれの教育目的に沿って策定され，大学公式ホー

ムページや大学案内などで，入学志願者，保護者，高校関係者をはじめ社会一般に向けて公表している。特に，

高校関係者を対象とした説明会を複数開催し，アドミッション・ポリシーの周知に努めている。 

本学では，アドミッション・ポリシーに掲げた入学者選抜の基本方針に沿って，選抜方法や配点，評価判定

基準等を定めている。選抜方法は，多様な選抜方法を実施しつつ，工学部にふさわしい学力の入学者が得られ

るように適切なバランスを確保しており，学生受け入れ方法は全体として十分に機能している。特に，学部入

試において出題ミスを防ぐための，徹底したチェックシステムを構築している点が優れている。 

以上のように，教育の目的に沿って，求める学生像や入学者選抜の基本方針が記載された入学者受入方針（ア 

ドミッション・ポリシー）が明確に定められ，公表，周知されており，これに沿って適切な学生の受入が実施

され，機能していると判断する。 

過去５年間の平均入学定員充足率は，工学部第一部では1.04倍，工学部第二部では1.07倍，大学院博士前期

課程では1.39倍，大学院博士後期課程では1.77倍となっている。 

以上のように，学部においては実入学者数が，入学定員と比較して適正な数となっているが，大学院博士前

期・後期課程においては平成 19 年度までかなり入学定員を超過していたため，入学定員と実入学者数との適正

化のために平成 20 年度に大学院改組を実施し，かなりの是正を行った。 

 

基準５ 教育内容及び方法 

＜学士課程＞ 

「工学を基軸とし，人類の幸福や国際社会の福祉に貢献できる人材を育成する」という本学の教育目標を実

現するため，専門教育では「学科共通科目」，「基本科目」，「準基本科目」，「展開科目」と段階的に履修科目を

編成している。同時に，「自己設計科目」を設け，自らの目標に対する科目群を専門分野以外の科目も含めて選

択することができるようにしている。一方，共通科目の「ものづくり・経営基礎科目」では，ものづくりの実

践能力，デザイン能力，経営感覚，技術者倫理，知的財産保護や起業のための教育を行っている。また，英語

では，学生の習熟度に応じてクラスを編成し，工夫ある授業を行っている， 

学習支援については，「学習相談室」を設置するとともに，大学院生のティーチング・アシスタントによるピ

アサポートシステムを構築し，「先輩のいる学習室」を開室して学生が相談できるようにしている。更に，moodle

と呼ばれる Web 技術によるオンラインの授業のサポートシステムの活用，学生のための自学自習の場（ゆめ空

間）の設置など，自主学習を行える環境を整備している。 

＜大学院課程＞ 

教育課程は体系的に整備され，教育の目的を達成するために必要な編成となっている。授業内容は専門知識

の教授，課題解決・探求能力や表現能力の育成を目指すものとなっており，最新の研究成果を反映している。

シラバスは統一された様式に従って必要な項目を記載しており，学生が履修する際に活用されている。研究指

導体制，学位論文の指導・審査体制，成績評価基準や修了認定基準は学内規則で定めており，適切に実施され
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ている。 

 

基準６ 教育の成果 

教育全体の企画立案を司る「教育企画院」を中心として達成状況を検証・評価するための組織的な取組がな

されている。 

学生による授業評価，教員による自己点検・評価を定期的に実施し，学生と教員の双方の視点から同一科目

の評価を実施し，より客観的な教育成果の検証を実施している。また，卒業生・企業へのアンケート調査を実

施し，本学の教育により身に付けた知識，能力についての検証を行った。 

第一部及び博士前期課程では標準修業年限で，博士後期課程では標準修業年限プラス２年以内で，卒業・修

了する学生の割合が 90％を超える高水準を維持していることから，教育の成果や効果が十分に上がっていると

判断する。第二部に関しても，若干時間を必要とするものの社会人教育を考慮すれば，概ね教育の成果や効果

が上がっていると判断するが，標準修業年限で学士号を得る割合を更に向上させるべく，教員のきめ細かいケ

アが必要である。 

学部，大学院の何れも，製造業を中心に，自身の専門性を活かした分野に極めて高い就職率で就職しており，

本学の伝統である，「ものづくりが実践できる能力の育成」に奏功している。産業界からの評価も高く，産業界

の強い期待に十分応えていると結論される。 

これらのことを総合し，養成しようとする人材の育成に，教育の成果，効果が上がっていると結論される。 

 

基準７ 学生支援等 

学部・大学院ともに新入生オリエンテーションを実施し，修学，学生生活に必要な事項を学生生活案内及び

配布資料をもとに説明している。また，学部では，各学年進級時の在学生ガイダンス，２年次進級時の各プロ

グラム分属ガイダンス，４年次進級時の研究室配属ガイダンスが，大学院では，専攻あるいは研究室単位での

ガイダンスが行われ，学生の進路決定等に役立っている。 

学生への学習支援については，オフィスアワー，クラス担当委員，学習相談室相談員などの教員による相談

体制のほか，大学院生をピアサポーターとして活用した「先輩のいる学習室」を設置することにより，学生が

気軽に相談できるよう広い窓口で相談を受け入れる体制を整備している。また，授業時間外における PC 端末設

置教室等の開放や，「ゆめ空間」に代表される学生が自由に利用できるスペースを各建物に設けることにより，

学生が自主的に学習できる環境も整備している。 

学生の生活支援については，学生相談室，学生なんでも相談室，就職情報室，ハラスメント相談員等の複数

の相談窓口を設けることにより，学生からの多様な相談に対応できる体制を整備している。 

学生の就職支援に関しては，ネットワーク上で全学の就職情報の一元化された提供を行い，また，本学独自

枠のインターンシップを含め，各学科・各学年の学生に対応したキャリア形成支援教育を行っている。 

これら学習・生活支援に関する学生からのニーズについては，３年に一度実施される「学生生活実態調査」

や，学長と学生が直接対話する「キャンパスミーティング」などにより把握され，支援内容の改善に活かされ

ている。 

留学生に対しては，国際交流センター，留学生生チューター及び学生生活チームが日本語教育，学習指導，

生活指導，生活情報提供等の各種支援を行っている。また，留学生用寄宿舎として国際交流会館を設置してい

る。 

社会人に対しては，補習授業の実施や，大学院産業戦略工学専攻（博士前期課程社会人短期履修コース）の

土日集中講義や夜間開講授業などにより学習面等の支援を行っている。 

学生の課外活動については，活動場所や部室の提供，用具類の貸出し，大学・後援会・同窓会による経済的
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援助が行われるほか，優秀な成績を収めた団体・個人に対する表彰も行われている。 

経済面の支援として，入学料免除（全額・半額）と授業料免除（全額・半額）が行われ，日本学生支援機構

の奨学金貸与，その他民間奨学団体や地方公共団体の奨学金の情報提供や出願手続き等に関しての支援も行っ

ている。また，寄宿寮を低額に設定した学生寮も整備している。 

 

基準８ 施設・設備 

本学は，大学設置基準に照らしても，校地面積で約 3.8 倍，校舎面積でも約 2.2 倍と十分な面積を保有して

いる。 

講義室は，大小合わせて 63 室設置されており（ただし，平成 21 年度は改修工事のため 20 室が使用不可），

演習室，サテライト教室（語学学習・情報演習），実験室，ゼミナール室等も整備されている。ほとんどの講義

室はマイク・アンプを備えており，プロジェクター，ビデオ，OHP 等の OA 機器も完備されている。このように，

教室，教育機材，各種学習施設が整備され，学生のニーズに十分対応している。 

情報ネットワークは統一認証によりセキュリティが確保され，学生や教職員は各自の権限の範囲で，１回の

認証により種々のシステムとその中の情報を利用できる。オープン利用 PC の台数として，情報基盤センターを

中心に学内に 503 台を設置し，学生の自主学習を支援している。その他，学内の各所に無線 LAN 端末を設置し

て，持込 PC の接続を可能とし，また学外からのアクセスにより学生の自宅での講義資料取得やレポート提出，

教員の遠隔指導が可能であり，学生や教職員のニーズを十分満たす情報ネットワークシステムを構築している。 

図書館は正門に比較的近いところに位置しており，学内外利用者がアクセスしやすく，館内には 494 席の閲

覧席の他，セミナー室，マルチメディア閲覧室，研究ブース，AV ルーム，パソコンコーナー等を有している。

電動集密書庫の設置により図書収蔵数が増加し，かつ利用スペースが大きくなって，ゆったりと利用できるよ

うになっている。授業期間には 21:45 まで（土曜日は 16:45 まで）開館しており，休業期間中も 16:45 まで開

館している。定期試験中は日曜日も 16:45 まで開館している。学生の自主学習を支援する体制が整備されてい

る。また，上記の情報ネットワークシステムを活用した電子情報化に対応するため，学術雑誌の電子ジャーナ

ル化を行っている。平成 20 年度では，入館者数は約 248 千人，貸出冊数は約 35 千冊となっており，学生や教

職員，学外者等多くの利用者に有効に活用されている。 

各施設・設備の運用規定等は，冊子やホームページ等で周知している他，学生の利用率が高い図書館や情報

基盤システムについては，図書館ツアーの開催や授業において情報基盤システムの利用説明を行っている。体

育館や福利厚生施設の学生利用に対してはホームページの他，新入生ガイダンス等で説明しており，とくに安

全教育に関しては手引き書を作成し指導している。 

 

基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

本学の多岐にわたる教育活動の実態を示すデータや資料を収集・蓄積する点に関しては，学務チームが「法

人文書管理規程」に則り，各教育類・専攻と連携しつつ，その体制を全学的に整えている。 

大学の構成員の意見の聴取に関しては，「学生による授業評価」アンケートのみならず，大学構成員である教

員の意見の聴取も「学生による授業評価」アンケート結果を踏まえた上でのコメントという形で定期的に実施

されており，またその結果も学内外に公開されている。しかも「創造教育開発オフィス」が「教育企画院」と

連携を保ちつつ，主体となって，「学生による授業評価」アンケートを最大限に活用することで，教育の質の向

上，改善に向けて具体的かつ継続的に適切な形で活かされている。また，学外関係者の意見聴取に関しても，

卒業生アンケートというひとつの方法にとどまらず，さまざまな方法を用いて学外関係者の意見が聴取され，

かつそれを「創造教育開発オフィス」等が中心となって本学の教育の質の向上，改善に向けて具体的かつ継続

的に適切な形で活かそうと努めている。 
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FD 推進を目的とする組織として平成 17 年度から「工学教育総合センター」の中に設置された「創造教育開

発オフィス」が主体となる形で，「学生による授業評価」アンケート結果及び教員別ポートフォリオを活用して，

個々の教員の質の向上のみならず，授業内容，教材，教授技術等の改善に向けての PDCA サイクルが確立し始め

ている。そのため，継続的改善が行われていると判断する。また「創造教育開発オフィス」が「教育企画院」

と連携を保ちつつも中心となって，FD 研究会をはじめ，さまざまな試みを毎年積極的に実施している。そのた

め，「学生による授業評価」アンケートの数値が全体として次第に上昇してきていることに典型的に示されるよ

うに，組織として教育の質の向上や授業改善に努めており，その成果も見えつつある。 

 

基準 10 財務 

本学の平成 20 年度末現在での資産合計は 40,138 百万円であり，負債合計は 9,754 百万円となっている。負

債については，国立大学法人会計基準に特有な会計処理により負債計上されている資産見返債務などの返済を

要しない債務が大部分であり，借入金等の実質的かつ金銭的な債務はなく過大な債務を負ってはいない。経常

的収入については，運営費交付金が効率化係数により毎年削減されているものの，学内資源の戦略的配分によ

る研究の活性化等により外部資金獲得を図り，また大学説明会，出張授業，研究室見学会等の開催により受験

生を獲得し学生納付金（授業料，入学料及び検定料収入）を確保するなど，毎年度一定額の収入を確保してお

り，本学は教育研究活動を安定して遂行するための資産及び収入を有している。 

収支計画については，役員会，経営協議会及び教育研究評議会での適正な審議を経て，中期計画及び各事業

年度計画において予算，収支計画及び資金計画を策定するとともに，毎年度の予算編成方針を策定し，関係者

へ明示している。 

支出超過は生じておらず，予算配分に際しては，教育研究環境の維持・整備に配慮しつつ，学長裁量経費等

により戦略的・重点的な資源配分も行い，適切な学内資源の配分が行われている。 

財務状況は毎事業年度において財務諸表等が作成され，官報に公示するとともに大学公式ホームページで広

く社会へ公表している。 

財務に関する監査として会計監査人及び監事による監査が実施され，いずれからも適正であるとの報告書が

提出され，大学公式ホームページに掲載されている。また，監査対象からの独立性・適切性を図るため学長直

属の監査室による内部監査が実施され，報告書が作成されている。 

 

基準 11 管理運営 

管理運営組織として，役員会，経営協議会及び教育研究評議会が設置され，大学運営に関する重要事項の審

議を行っており，その構成規模は，工科系単科大学である本学にとり，過大・過小のいずれでもなく適度の規

模となっている。また，法人組織と大学の中間に学長の諮問機関としての運営会議が設置されており，大学運

営の基本方針が策定されている。事務組織は，業務の内容や性格に柔軟に対応できるグループ・チーム制を導

入しており，教育研究活動等の支援体制を整備している。職員は，学内外で実施される各種研修へ参加するこ

とにより資質の向上を図っている。 

危機管理については，危機全般に対す責任体制等を危機管理規則に，動物実験等の本学の教育研究活動等に

より個別具体的に発生が予想されれる危機に対する責任体制等を各種規程に定めて対応するとともに，リスク

マネジメントセンターを設置して平時の危機防止，危機発生時の対応等にあたっている。また，公的研究費の

不正使用に対応するため，相談・通報窓口，責任体制等を整備している 

学長の諮問機関である運営会議において学内外の状況を考慮した大学運営の基本方針が策定され，この基本

方針に基づき，学長のリーダーシップと学内意見の調和を図りながら，学内委員会等において適切なプロセス

を経た意思形成がなされている。 



名古屋工業大学 

2-(13)-61 

教職員，学生及び学外関係者からの意見は，各種調査，意見交換会などを通じて把握されており，担当部局

での検討・関連委員会での審議が行われ，通常業務の改善，各事業年度計画の策定などに反映されている。 

監事は，役員会その他重要な会議への出席，役員及び職員からの報告の検証，大学の業務及び財政の状況調

査等を行うとともに，会計監査人からの報告及び説明を踏まえ財務諸表，事業報告書及び決算報告書に関する

監査を行っている。 

管理運営方針は中期目標において明確に定められるとともに，役員や各種委員会委員の選考，責務等を明文

化した各種規程が整備されている。 

大学の活動状況に関するデータ・情報は，担当部局等において適切に収集・蓄積されており，その情報・デ

ータに基づき，教育，研究，社会連携，国際交流，業務運営，財務内容等の大学の各活動について，中期目標・

中期計画及び年度計画に照らして，または独自に設定した項目に照らして自己点検・評価を行っている。結果

をとりまとめた各報告書は大学公式ホームページに掲載されており，学内及び社会に対して広く公開されてい

る。 

自己点検・評価の結果は，経営協議会学外委員，国立大学評価委員会等の外部者による検証が行われととも

に，年度計画の策定を担当する委員会，事務担当課等にフィードバックされ，中期計画の遂行及び中期目標の

達成のために検討が行われ，管理運営の改善につなげられている。 

文部科学省の現代 GP 等に採択された各種教育プロジェクト，学生による授業評価結果，本学が実施する公開

講座情報，研究者情報等を大学公式ホームページを通じて発信するとともに，研究成果・研究シーズを社会に

広く公開するためのテクノフェアーを毎年度開催するなど，大学の教育研究活動の状況や成果を社会に発信し

ている。 
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ⅳ 自己評価書等 

 

 対象大学から提出された自己評価書本文については、機構ウェブサイト（評価事業）に掲載しておりますので

ご参照下さい。 

 なお、自己評価書の別添として提出された資料の一覧については、次ページ以降の「ⅴ 自己評価書に添付さ

れた資料一覧」をご参照下さい。 

 

 

 

 

 

 

機構ホームページ  http://www.niad.ac.jp/ 

 

  自己評価書     http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou201003/ 

daigaku/no6_1_1_jiko_nagoyakou_d201003.pdf 
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ⅴ 自己評価書に添付された資料一覧 

 

基 準 資料番号 根拠資料・データ名 

基準１ １－１ 

１－２ 

１－３ 

１－４ 

１－５ 

１－６ 

１－７ 

平成21年度「学生生活案内」 

平成21年度「大学院学生生活案内」 

平成20年度「名古屋工業大学概要」 

本学の教育理念と各学科の教育目標（学生生活案内P75～80） 

本学の教育理念と各専攻の教育目標（大学院学生生活案内P21，22） 

学部・大学院案内（大学概要P５～８） 

平成21年度「新任教員研修（新任職員合同）資料」 

基準２ ２－１ 

２－２ 

２－３ 

２－４ 

２－５ 

２－６ 

２－７ 

２－８ 

２－９ 

２－10 

２－11 

２－12 

２－13 

名古屋工業大学教育研究センター機構規則 

名古屋工業大学産学官連携センター規則 

名古屋工業大学工学教育総合センター規則 

名古屋工業大学国際交流センター規則 

名古屋工業大学情報基盤センター規則 

名古屋工業大学大型設備基盤センター規則 

名古屋工業大学リスクマネジメントセンター規則 

名古屋工業大学保健センター規則 

平成20年度教授会開催状況 

平成20年度代議員会開催状況 

平成20年度教育研究評議会開催状況 

平成20年度教育企画院開催状況 

平成20年度教務学生委員会開催状況 

基準３ ３－１ 

３－２ 

３－３ 

３－４ 

３－５ 

３－６ 

３－７ 

３－８ 

３－９ 

３－10 

３－11 

３－12 

３－13 

３－14 

名古屋工業大学領域長規則 

名古屋工業大学教育類規則 

名古屋工業大学教育類長及び福教育類長規則 

名古屋工業大学専攻長及び副専攻長規則 

平成21年度工学部第一部・第二部授業時間割表 

国立大学法人名古屋工業大学教員の任期に関する規則 

国立大学法人名古屋工業大学サバティカル制度に関する規程 

教員選考調書記載要領 

名古屋工業大学教員評価実施に関する指針 

教員自己点検・評価シート 

学務チームの業務体制 

学生生活チームの業務体制 

入試チームの業務体制 

名古屋工業大学技術グループ組織規程 

基準４ ４－１ 

４－２ 

平成21年度工学部第一部学生募集要項 

平成21年度工学部第二部学生募集要項 
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４－３ 

 

４－４ 

４－５ 

４－６ 

４－７ 

４－８ 

４－９ 

４－10 

４－11 

４－12 

４－13 

 

４－14 

４－15 

４－16 

４－17 

４－18 

平成21年度推薦入試学生募集要項（生命・物質工学科，環境材料工学科，情報工学科，都市

社会工学科） 

平成21年度推薦入学学生募集要項（電気電子工学科） 

平成21年度推薦入学学生募集要項（機械工学科－女子） 

平成22年度「アドミッション・オフィス入試」学生募集要項（工学創成プログラム） 

平成22年度「アドミッション・オフィス入試」学生募集要項（建築・デザイン工学科） 

平成22年度大学院工学研究科（博士前期課程）学生募集要項 

平成22年度大学院工学研究科（博士後期課程）学生募集要項 

平成22年度大学院工学研究科（博士前期課程）推薦入試学生募集要項 

平成21年度私費外国人留学生特別選抜学生募集要項 

平成22年度大学院工学研究科（博士前期課程）私費外国人留学生募集要項 

平成21年度大学院工学研究科（博士前期課程）産業戦略工学専攻「短期在学コース」学生募

集要項 

平成22年度編入学・転入学学生募集要項 

名古屋工業大学入学者選抜実施に関する要項 

名古屋工業大学入試委員会規程 

平成20年度新入生アンケート（第一部）及び集計結果 

第一部１年次生の平均ＧＰＡの変化 

基準５ ３－５ 

５－１ 

５－２ 

５－３ 

５－４ 

５－５ 

平成21年度工学部第一部・第二部授業時間割表 

ＧＰＡに基づく成績評価実施要領 

成績票の例 

名古屋工業大学大学院教育課程履修規程（別表１） 

名古屋工業大学学位規則 

名古屋工業大学修士及び博士の学位授与取扱細則 

基準６ ６－１ 

６－２ 

授業評価報告書（平成19年度前・後期，平成20年度前期） 

平成19年度名古屋工業大学卒業生・卒業生就職先企業アンケート実施結果 

基準７ ２－４ 

７－１ 

７－２ 

７－３ 

７－４ 

７－５ 

７－６ 

７－７ 

７－８ 

７－９ 

７－10 

７－11 

７－12 

名古屋工業大学国際交流センター規則 

平成21年第一部入学者オリエンテーション，ガイダンス配布物一覧 

平成21年第一部編入学者オリエンテーション，ガイダンス配布物一覧 

平成21年第二部入学者オリエンテーション，ガイダンス配布物一覧 

平成21年第二部編入学者オリエンテーション，ガイダンス配布物一覧 

平成21年度在学生ガイダンス（第一部）実施要領 

平成21年度在学生ガイダンス（第二部）実施要領 

平成21年度大学院入学者オリエンテーション，ガイダンス配布物一覧（博士前期課程） 

平成21年度大学院入学者オリエンテーション，ガイダンス配布物一覧（博士後期課程） 

平成21年度クラス担当委員名簿（学生生活案内P５,６） 

名古屋工業大学国際交流センターの業務に関する運用細則 

平成21年度外国人留学生チューターマニュアル 

平成21年度国際交流会館チューターマニュアル 
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７－13 

７－14 

７－15 

７－16 

７－17 

先輩のいる学習室案内（学生生活案内P20） 

平成21年度卒業・修了予定者に関する就職担当教員一覧 

平成19年度キャンパスミーティング概要メモ 

なるほど名工大生（平成18年11月実施 学生生活実態調査から） 

名古屋工業大学授業料，入学料及び寄宿料の免除及び徴収猶予規程 

基準８ ８－１ 

８－２ 

８－３ 

８－４ 

８－５ 

８－６ 

８－７ 

８－８ 

８－９ 

８－10 

８－11 

８－12 

８－13 

講義室仕様一覧 

教育用計算機システム（edsys）の設置場所 

大規模改修等整備計画（案） 

耐震補強および耐震診断実施の年次計画基準（案） 

無線ＬＡＮアクセスポイント一覧 

学生のための施設（学生生活案内P60～72） 

名古屋工業大学学生寮規程（学生生活案内P176,177） 

名古屋工業大学大学会館の使用に関する要項（学生生活案内P178,179） 

名古屋工業大学課外活動共用施設規程（学生生活案内P180,181） 

名古屋工業大学御器所合宿研修施設規程（学生生活案内P182,183） 

名古屋工業大学木曽駒高原セミナーハウス規程（学生生活案内P184,185） 

安全の手引（体育実技・学生実験） 

附属図書館利用のしおり2009（抜粋） 

基準９ ６－１ 

６－２ 

９－１ 

９－２ 

 

９－３ 

９－４ 

９－５ 

９－６ 

９－７ 

授業評価報告書（平成19年度前・後期，平成20年度前期） 

平成19年度名古屋工業大学卒業生・卒業生就職先企業アンケート実施結果 

国立大学法人名古屋工業大学文書管理規程 

集計結果について「創造教育開発オフィス」の所見（平成20年度前期授業評価報告書P40 

～52） 

平成20年度公開授業報告書 

全学カリキュラム検証部会報告（平成20年２月６日開催教育企画院資料） 

現代ＧＰセミナー報告（抜粋） 

平成21年度新任教員研修「工学教育総合センター長説明資料」 

科目デザイン設計 

基準10 10－１ 

10－２ 

10－３ 

10－４ 

10－５ 

10－６ 

10－７ 

10－８ 

10－９ 

10－10 

10－11 

決算報告書（平成16年度～20年度） 

平成20年度予算（平成20年３月27日開催経営協議会資料） 

平成20年度補正予算（平成20年12月８日開催経営協議会資料） 

平成20年度第２次補正予算（平成21年２月９日開催経営協議会資料） 

国立大学法人名古屋工業大学監事監査規程 

平成20年度定期監査実施計画 

平成20年度定期監査実施報告書 

平成20年度随時（臨時）監査実施計画 

平成20年度随時（臨時）監査実施報告書 

平成20年度月次監査実施計画 

平成20年度月次監査実施報告書 



名古屋工業大学 

 

2-(13)-66  

基準11 １－３ 

２－７ 

７－９ 

７－15 

７－16 

10－５ 

11－１ 

11－２ 

11－３ 

11－４ 

11－５ 

11－６ 

11－７ 

11－８ 

平成20年度「名古屋工業大学概要」 

名古屋工業大学リスクマネジメントセンター規則 

平成21年度クラス担当委員名簿（学生生活案内P５,６） 

平成19年度キャンパスミーティング概要メモ 

なるほど名工大生（平成18年11月実施 学生生活実態調査から） 

国立大学法人名古屋工業大学監事監査規程 

国立大学法人名古屋工業大学運営組織図 

名古屋工業大学事務組織規程 

国立大学法人名古屋工業大学危機管理規則 

名古屋工業大学における公的研究費の管理・監査の適正化推進マニュアル（目次） 

卒業生・修了生面談会記録（平成20年度実施） 

国立大学法人名古屋工業大学法人文書管理規程 

データで見る名古屋工業大学（平成20年度版） 

名工大・名市大合同テクノフェア2008シーズ集 
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